
第３５回田原市市民協働まちづくり会議 

日時：令和５年８月２４日（木） 

午前１０時３０分から 

場所：田原市役所北庁舎３階 ３００議室 

                           

１ 副会長の選任について                                      

 

 

２ 報告事項 

（１） 市民協働まちづくりの推進体制について       【資料１】【資料２】 

 

 

（２）市の機関の取組について                   【資料３】 

 

 

（３）市民活動支援制度活用状況について        【資料４－１】【資料４－２】 

 

 

（４）市民活動支援センターの運営について             【資料５】 

    

 

（５）「田原市の市民協働まちづくり方針」の見直しに向けた現状把握について

 【資料６】 

 

 

３ その他 

○意見交換等                           【資料７】 

 

 

○第３６回会議：令和５年１１月頃（予定） 

  

 

 

配布資料 

【資料１】田原市市民協働まちづくり条例の概要 

【資料２】令和５年度版田原市市民活動支援制度 

【資料３】市民協働まちづくり方針に基づく市の機関の取組  

【資料４－１】令和４年度 市民活動支援制度の活用状況 

【資料４－２】市民協働まちづくり補助金活用状況 

【資料５】田原市民活動支援センターの運営について 

【資料６】市民協働まちづくり方針の見直しに向けての意見 

【資料７】各委員の取組み状況 ※当日配布 



 

 

田原市市民協働まちづくり会議委員名簿 
任期：令和4年4月１日～令和6年3月31日 

 

番 

号 
職名 委員氏名 役 職 等 備 考 出欠 

１ 委員 渡会
わたらい

 美加子
み か こ

 － （公募） － 
１号委員 

（公募市民） 
出 

２ 委員 橋本
はしもと

 聡
さと

恵
え

 － （公募） － 
１号委員 

（公募市民） 
欠 

３ 委員 木村
きむら

 敏和
としかず

 田原市地域コミュニティ連合会理事 
２号委員 

（市民活動団体） 
出 

４ 委員 中内田
なかうちだ

 卓也
たくや

 田原青年会所専務理事 
２号委員 

（市民活動団体） 
欠 

５ 委員 本多
ほんだ

 稔
みのる

 田原市ボランティア連絡協議会会計 
２号委員 

（市民活動団体） 
出 

６ 委員 藤井
ふじい

 正剛
ただよし

 田原市文化協会会計 
２号委員 

（市民活動団体） 
出 

７ 委員 河合
かわい

 武彦
たけひこ

 田原市スポーツ協会監事 
２号委員 

（市民活動団体） 
出 

８ 委員 小澤
おざわ

 美穂子
み ほ こ

 ＮＰＯ法人たはら広場 
２号委員 

（市民活動団体） 
出 

９ 委員 髙崎
たかさき

 雄三
ゆうぞう

 田原市商工会副会長 
３号委員 

（事業者の団体） 
欠 

10 委員 間瀬
ま せ

 浩文
ひろふみ

 ＪＡ愛知みなみ代表理事専務 
３号委員 

（事業者の団体） 
欠 

11 委員 河邉
こうべ

 俊和
としかず

 田原市企画部長 
４号委員 

（市の機関） 
出 

12 委員 藤井
ふじい

 吉
よし

隆
たか

 愛知大学地域政策学部教授 
５号委員 

（学識経験者） 
出 

                                                                                                                                                  各団体の役員改選に伴い、新たに５名（ゴシック）の委員が異動・就任しています。 

 

【事務局】 

企画部 企画課 
仲谷 和也（課長） 

内藤 泰子（課長補佐兼係長） 

山本 妃奈子（主事補） 

 



 

田原市市民協働まちづくり会議 配席表 
令和５年８月２４日（木）午前１０時３０分から 

田原市役所北庁舎３階 ３００会議室 

 

 

 

企画課長 

仲谷 和也 

出入り口 

委員  小澤 美穂子 

（ＮＰＯ法人たはら広場） 

委員  河邉 俊和 

（田原市企画部） 

主事補  

山本 妃奈子    

課長補佐兼係長 

内藤 泰子 

事務局（企画課） 

委員 樋口 雄士 

（田原市地域コミュニティ連合会） 

委員  本多  稔    

（田原市ボランティア連絡協議会） 

委員  木村 敏和 

（田原市地域コミュニティ連合会） 

委員  藤井 正剛 

（田原市文化協会） 

委員  橋本 聡恵 

（公募委員） 

委員  河合 武彦 

（田原市スポーツ協会） 

 

 

委員長 藤井 吉隆 

（愛知大学地域政策学部） 

委員  渡会 美加子 

（公募委員） 



 

 

田原市市民協働まちづくり条例の概要 
１ 策定の経過 

 
①  地方分権改革・各種の規制緩和による地域自治の自主自律が求められるなかで、この地域

のまちづくりにおいても「市民参加・協働型自治の推進」が求められ、田原町・赤羽根町及

び田原市・渥美町合併時に策定された新市建設計画において、この取り組みが位置付けられ

ました。 

②  この新市建設計画を受けて、平成 17 年度から検討を開始した田原市総合計画策定に際し

て設置した『まちづくり市民懇談会』（市民 79名・5部会）において、市民協働によるまち

づくりのあり方を検討しました。 

③  市民参加と協働のまちづくりに関し、自治会・校区ヒアリング、行政懇談会、市民・事業

者・団体の意識調査を実施し、各種市民活動の実態把握に取り組みました。 

④  市民参加と協働のまちづくりの基本的ルールを定めるため、平成 19 年 7 月（～12 月）に

『田原市まちづくり推進条例検討会議』を設置し、条例及び規則に規定すべき項目を検討し

ました。 

⑤  条例検討会議の検討結果を踏まえ、「田原市市民協働まちづくり条例」の案を作成し、田

原市議会の議決を経て、平成20年 3月 26日に公布（制定）しました。 
 

 

２ 条例に定める項目 

① 総則的事項（第1条－第7条） 
・市民協働まちづくりの基本理念とそれぞれの役割 

 

  ② 協働促進の方針（第8条） 
・協働を促進するための基本方針策定 

 

  ③ 市民参加と協働（第9条・第10条） 
・市民参加と協働の実現 

 

  ④ 市民公益活動の支援（第11条－第13条） 
・市の機関による市民公益活動への支援 

 

  ⑤ 地域コミュニティ団体（第14条－第 18条） 
・地域コミュニティ団体の位置付けや責務等の明確化 

 

  ⑥ 市民協働まちづくり会議（第19条） 
・市民協働まちづくり会議の設置 

 

３ 規則に定める項目 

①地域コミュニティ団体の認定手続き（第2条－第5条） 
 

②市民協働まちづくり会議の運営（第6条－8条） 

 資料１ 
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４ 田原市市民協働まちづくり会議 

 （１）設置根拠 

  ■田原市市民協働まちづくり条例（平成20年 4月 1日施行）第19条により設置 
（要点） 

・「協働促進方針」及び「方針に関わる施策の検討」並びに「その他の必要事項の調整」を

図るため、田原市市民協働まちづくり会議（以下「協働会議」という。）を設置する。 

・協働会議は、「市民」、「市民活動団体」、「事業者」及び「市の機関」で構成する。 

 

■条例施行規則第6条～第8条による運営体制 
（要点） 

・協働会議は15人以内の委員（任期2年）で構成し、委員互選により会長及び副会長１人

を置く。 

・協働会議は会長が招集し・議長を務める。 

・協働会議は半数以上の委員が出席しなければ開催できない。議事は、出席者の過半数で

決する。 

 

 （２）会議の役割 

   ①『田原市市民協働促進方針』の検討 

○方針策定 … 市民、市民活動団体、事業者及び市の機関が、それぞれの権利・

義務・役割を認識し、相互理解と信頼のもとに、市民参加と協働に

よるまちづくりを推進するため、本市の現状を踏まえて一定期間の

取組方針を定める。 

○状況確認 … 協働促進方針に掲げる「取組の進捗」及び「目標達成等」の状況

を確認・評価する。 

○方針改定 … 取組の実現状況等を踏まえ、協働促進方針の改定を行う。 

 

   ②『田原市市民協働促進方針に関わる施策（取組）』の検討 

○行政活動における市民参加と協働の促進に関する取組 
・市民への行政情報の提供制度のあり方 

・市民参画を確保する制度のあり方 

・指定管理者制度基本方針のあり方 

・アウトソーシング推進のあり方 

・公募・提案型協働事業のあり方  等 

 

○市民公益活動における協働の促進に関する取組  
・市民活動団体の連携促進のあり方  等 

 

○市民公益活動の支援に関する取組 
・活動環境の整備のあり方 

・市民等に対する市民公益活動の情報提供のあり方 

・行政保有情報の提供のあり方 

・人的支援のあり方 

・財政的支援のあり方（公募型補助等） 

・市民公益活動に対するその他支援のあり方  等 

 

○地域コミュニティ団体認定基準及び地域コミュニティ振興・支援体制 

 

○基金活用方法 ○寄付募集、運用益等活動のあり方 
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健康福祉・環境保全・地域づくりなどの公益活動を行う市民活動

団体さんを応援する制度です。市民感覚の柔軟な発想で、社会

に役立つ活動を提案してみましょう！ 

【募集期間】 

① 通常枠（補助対象経費 10 万円以上） 

  令和５年 2 月６日(月)～3 月９日(木) 

② 少額枠（補助対象経費 10 万円未満） 

令和５年 2 月６日(月)～令和６年 1 月 2６日(金)  

随時受付（予算額に達し次第終了） 

 

③新規団体枠 

新たに仲間を募って立ち上がった市民活動団体さんを応援す

る制度です。ぜひご活用ください。 

【募集期間】 

令和５年 2 月６日(月)～令和６年 1 月 2６日(金) 

随時受付（予算額に達し次第終了） 

 

 

 

 
市民活動団体さんが提案した地域の課題を 

解決するための事業を、市と団体が委託契約を結び、実施します。 

【テーマ提示型】 
【令和５年度募集テーマ】男女共同参画啓発事業 

男女共同参画を市民の方に広く知ってもらうための講座の企 

画、開催やパンフレットの作成など 

【募集期間】 

令和５年４月３日(月)～５月３１日(水) 

【選考方法】 

書類審査、非公開審査会 

※予算額は田原市議会第１回定例会議決後に確定します。 

 

【自由テーマ型】 
「市の事業でこんなイベントがあればいいのに！」 

ツイッターやフェイスブックの活用講座の企画など、 

皆さんの自由な発想でご提案ください。 

【募集期間】 

令和５年４月３日(月)～７月３１日(月) 

【選考方法】 

 書類審査、非公開審査会 

 

田原市では、市民参画・協働のまちづくりを促進するため、 

市民の皆さんが実施する公益的な活動を支援するための制度を設けています。 

ぜひ、あなたの市民活動にご活用ください。 

 

⑤人材養成枠 
市民活動団体さんの活動に関連する講座等の受講費用を補助する

「講座枠」と、先進的な事例の視察・調査のための費用を補助する

「視察枠」の 2 本柱です。やる気・熱意のある方を応援します！ 

【募集期間】 

令和５年 2 月６日(月)～令和６年 1 月 2６日(金)   

随時受付（予算額に達し次第終了） 

※講座枠、視察枠ともに同じです。 

 

団体の活動を活発にするため

に、スキルアップしたい！ 

④チャレンジ枠 
40 歳以下の若い世代の市民活動団体さんを応援する制度です。 

フレッシュさ溢れる斬新なアイデアで、仲間と一緒に楽しみながら

市民活動をしてみませんか？ 

【募集期間】 

令和５年 2 月６日(月)～令和６年 1 月 2６日(金) 

随時受付（予算額に達し次第終了） 

資料２ 

市民協働まちづくり事業補助金 

令和５年度版田原市市民活動支援制度 

みんなで社会に役立つ 

活動がしたい！ 

○それぞれの補助金、委託制度の詳細な募集概要は、

市ホームページで紹介しています。 

市役所の仕事を 

わたしたちでやってみたいな！ 

地元の仲間と、職場の同僚と… 

市民活動にチャレンジ！！ 

市民活動を始めてみたけど、 

活動資金のやりくりが難しい… 

市民提案型委託制度 
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ホームページ 

広報たはら 

Facebook 

田原市市民協働まちづくり条例の施行に伴い、市民活動団体による市民公益活動に取り組みやすい

環境を整える市の責務が明確化されました。市では市民公益活動（社会貢献活動）中の万一の事故に

対して、田原市社会貢献活動災害補償制度により、一定額の補償を準備し、活動者又はその指導者が

安心して活動していただくことにより、市民協働のまちづくりの促進を図ります。 

田原市社会貢献活動災害補償制度 

市民活動だより 

市民活動に関する相談、支援等を行っています 

■田原文化会館フリースペース 【電話】0531-22-1111（内線 81１）※開設時のみ 

【開設日時】火曜日・土曜日 12:00～1６:00     

【E メール】shiminkatsudo@city.tahara.aichi.jp 

  

■田原市役所企画課（南庁舎 3 階） 【電話】0531-23-3507 【FAX】0531-23-0669  
【開庁日時】平日 8:30～17:15 

【E メール】kyoudou@city.tahara.aichi.jp 

 

田原市民活動支援センター 

補償対象となる団体 補償対象となる活動 

市内に活動拠点を置く５人以上で構成する市が認めた団体（地域コ

ミュニティ、スポーツ協会、文化協会、市や社会福祉協議会が事務局

を担う団体など 詳しくは企画課へお問合せください。）で、継続的

に活動し、その責任者が明確になっている団体。※市外居住者が構

成員の過半数を占める団体を除く。 

補償対象団体が自主的に取り組む

社会貢献活動で、計画的、継続的又

は臨時的な直接的活動です。 

情報発信 

どすごいネット 
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田原市の市民協働まちづくり方針（H20.10　田原市市民協働まちづくり会議）

　　　　基本理念「みんながそれぞれの役割を認識し、お互いに理解し合い、信頼関係を築きながら、市民協働のまちづくりを進めましょう。」

区分１【指針その２】　行政参加・協働の推進
■市民協働まちづくり条例における市の機関の責務

①　施策立案等における市民等の参画機会を確保し、市民参加の拡大に努める。【条例第９条第2項】

②　行政活動における協働の推進に努める。【条例第９条第3項】

③　行政活動における市民参加と協働の状況を公表する。【条例第９条第4項】

（１）市民参加・参画のあり方
ａ．積極的な行政情報の公開
現状 今後の取組 令和４年度の取組 令和4年度の実績 令和5年度の取組

【防災対策課】
・広報たはら　　防災知恵袋・・隔月（偶数月）、特集・・ 9月号、ほ
か随時掲載（継続）
・ホームページ掲載　 各種防災に関する計画等（継続）
・市政ほーもん講座開催（継続）

【防災対策課】
・広報たはら、ホームページで市民に情報提供を行った。
・市政ほーもん講座もコロナ禍では、あったが６４回開催した。

【防災対策課】
・広報たはら　　防災知恵袋：隔月（偶数月）、特集： 9月号、ほか随
時掲載（継続）
・ホームページ掲載　 各種防災に関する計画等（継続）
・市政ほーもん講座開催（継続）

【企画課】
・行政評価の結果をホームページで公表し、行政の透明性の向上
を図る。（継続）
・市民活動だよりの発行、フェイスブック、メールマガジン等を活用
し市民活動情報を提供する。（継続）

【企画課】
・行政評価の結果をホームページで公表した。
・広報たはら(市民活動だより）に年12回掲載、市民活動だよりを年
１回発行、フェイスブック、メールマガジン等を活用し市民活動情報
を提供した。

【企画課】
・行政評価の結果をホームページで公表し、行政の透明性の向上
を図る。（継続）
・市民活動だよりの発行、フェイスブック、メールマガジン等を活用
し市民活動情報を提供する。（継続）

【広報秘書課】
・広報サポーターを公募し、市民目線による広報記事作成、ＳＮＳ
やケーブルテレビを活用した情報発信を行う。（継続）

【広報秘書課】
・広報サポーター（5名）
・市民目線でのケーブルテレビナビゲーターやＳＮＳの発信による
情報発信を行った。

【広報秘書課】
・広報サポーターを公募し、市民目線による広報記事作成、ＳＮＳ
やケーブルテレビを活用した情報発信を行う。（継続）

【環境政策課】
・広報たはら（環境けいじばん）、ホームページにて、環境やエコに
関する情報提供を行う。（継続）

【環境政策課】
・広報たはら（環境けいじばん）に年6回掲載や、ホームページに
て、環境やエコに関する情報提供を行った。

【環境政策課】
・広報たはら（環境けいじばん、教えて！ゼロカーボン先生）、ホー
ムページにて、環境やエコに関する情報提供を行う。（継続）

【廃棄物対策課】
・ごみ収集カレンダーの発行（年1回）（継続）
・広報たはら（環境掲示板等）・HP・ごみ分別アプリ「さんあーる」等
を活用した情報提供（継続）
・市政ほーもん講座の実施による情報提供（継続）

【廃棄物対策課】
・ごみ収集カレンダーの発行（年1回）（継続）
・広報たはら（環境掲示板等）・HP・ごみ分別アプリ「さんあーる」等
を活用した情報提供（継続）
・市政ほーもん講座の実施による情報提供（継続）

【廃棄物対策課】
・ごみ収集カレンダーの発行（年1回）（継続）
・広報たはら（環境掲示板等）・HP・ごみ分別アプリ「さんあーる」等
を活用した情報提供（継続）
・市政ほーもん講座の実施による情報提供（継続）

【高齢福祉課】
・広報たはらの「シニアのひろば」への記事掲載や市ホームページ
への掲載、高齢者への支援内容等をまとまめた冊子である「高齢
者福祉の手引」等により、在宅生活の支援や交通住宅の助成、介
護者支援等を市民に対して紹介する。

【高齢福祉課】
・広報たはらの「シニアのひろば」への記事掲載や市ホームページ
への掲載、高齢者への支援内容等をまとまめた冊子である「高齢
者福祉の手引」により、在宅生活の支援や交通住宅の助成、介護
者支援等を紹介した。

【高齢福祉課】
・広報たはらの「シニアのひろば」への記事掲載や市ホームページ
への掲載、高齢者への支援内容等をまとまめた冊子である「高齢
者福祉の手引」等により、在宅生活の支援や交通住宅の助成、介
護者支援等を市民に対して紹介する。

【健康課】
・健幸カレンダーを各世帯へ配布。成人保健事業や母子保健事業
に関する健診、各種教室の日程案内や、当直医に関する情報提
供を行う。(継続)
・広報たはら（ヘルシーナの健康ナビ）にて健康づくりに関する情報
提供を行う。(継続)

【健康課】
・健幸カレンダーを各世帯へ配布。
・広報たはら（ヘルシーナ健康応援ナビ）にて健康づくりに関する情
報提供。

【健康課】
・健幸カレンダーを各世帯へ配布。成人保健事業や母子保健事業
に関する健診、各種教室の日程案内や、当直医に関する情報提
供を行う。(継続)
・広報たはら（ヘルシーナの健康ナビ）にて健康づくりに関する情報
提供を行う。(継続)

【商工観光課】
・インスタグラムやツイッター等インターネットを活用し、ライブ感の
ある積極的な情報提供を行う。（継続）

【商工観光課】
・インスタグラムやツイッター等インターネットを活用し、適宜情報提
供を行った。

【観光課】
・インスタグラムやツイッター等インターネットを活用し、ライブ感の
ある積極的な情報提供を行う。（継続）

【街づくり推進課】
都市計画、都市整備、市街地活性化、景観、公共交通に関する情
報提供を広報、市HP、報道発表等により行う。（継続）
渥美半島菜の花浪漫街道ブログを運用し、市からの情報だけでな
く、市内外から募集した「渥美半島の美しい風景を発信し隊」による
双方向性のある情報発信と情報共有を行う。（継続）

【街づくり推進課】
都市計画、都市整備、市街地活性化、景観、公共交通に関する情
報提供を広報、市HP、報道発表等により行った。
渥美半島菜の花浪漫街道ブログを運用し、市からの情報だけでな
く、市内外から募集した「渥美半島の美しい風景を発信し隊」による
双方向性のある情報発信と情報共有を行った。

【街づくり推進課】
都市計画、都市整備、市街地活性化、景観、公共交通に関する情
報提供を広報、市HP、報道発表等により行う。（継続）
渥美半島菜の花浪漫街道ブログを運用し、市からの情報だけでな
く、市内外から募集した「渥美半島の美しい風景を発信し隊」による
双方向性のある情報発信と情報共有を行う。（継続）

【スポーツ課】
・スポーツに関する情報を田原文化会館のモニターを活用し、情報
提供する。（継続）

【スポーツ課】
・スポーツに関する情報を田原文化会館のモニターを活用し、情報
を提供した。（30件）

・スポーツに関する情報を市ホームページや広報たはら、市公式ＬＩ
ＮＥを活用して情報を提供した。

【消防署】
広報たはら（消防かわら版）、消防本部ホームページにて消防に関
する情報提供を行います。（継続）

【消防署】
広報たはら（消防かわら版）年４回
消防本部ホームページを随時更新し情報提供を実施する。

【消防署】
・広報たはら（消防かわら版）、消防本部ホームページにて消防に
関する情報提供を行います。（継続）

【スポーツ課】
・スポーツに関する情報を市ホームページや広報たはら、市公式ＬＩ
ＮＥ，田原文化会館のモニターを活用し、情報提供する。（継続）

田原市の市民協働まちづくり方針　第４章に基づく市の取組
令和４年度実績と令和５年度の予定

○行政情報は、定期刊行する広報たはら等
と、随時発行する施策パンフレットやイベントち
らし等に掲載し、コミュニティ協議会・自治会を
経由する地域文書として、市民に伝えていま
す。

○インターネットを活用したホームページ（市、
市議会等）やＳＮＳ、ケーブルテレビ（市政番
組、議会中継等）、声の広報、市政ほーもん講
座等で情報を提供しています。

○情報提供のタイミングを考慮し、内容に
応じて方法を整理・選択するとともに、市民
に広報紙やケーブルテレビ番組に関心を
持ってもらえるよう、受け手にとって有意義
でわかりやすい情報提供に努めます。

○インターネットやＳＮＳを効果的に活用し
て情報提供することにより、さらなる情報の
広がりを図ります。

資料３
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ｂ．行政活動への市民参加の拡大
現状 今後の取組 令和４年度の取組 令和４年度の実績 令和5年度の取組

【防災対策課】
・防災訓練　　市総合防災訓練、自主防災会一斉防災訓練（継続）
・講座等　　防災カレッジ、防災ボランティアコーディネーター養成
講座、防災講演会等（継続）

【防災対策課】
・市総合防災訓練、自主防災会一斉防災訓練を実施した。
・防災カレッジ全４回を実施した。

【防災対策課】
・防災訓練　　市総合防災訓練、自主防災会一斉防災訓練（継続）
・講座等　　防災カレッジ、防災ボランティアコーディネーター養成
講座、防災講演会等（継続）

【企画課】
・市民協働まちづくり事業補助金の「人材養成視察枠」として市の
課題解決策立案のための先進事例調査に要する旅費等を補助す
る。（継続）
・市民協働まちづくり会議（年２回）、男女共同参画推進懇話会（年
３回）では、公募委員、市民活動団体、事業者等が参加し、市民目
線で協働促進、男女共同参画社会推進に取り組んでいく。（継続）

【企画課】
・補助金「人材養成視察枠」の活用なし
・市民協働まちづくり会議（年２回）、男女共同参画推進懇話会（年
３回）開催

【企画課】
・市民協働まちづくり事業補助金の「人材養成視察枠」として市の
課題解決策立案のための先進事例調査に要する旅費等を補助す
る。（継続）
・市民協働まちづくり会議（年２回）、男女共同参画推進懇話会（年
３回）では、公募委員、市民活動団体、事業者等が参加し、市民目
線で協働促進、男女共同参画社会推進に取り組んでいく。（継続）

【広報秘書課】
・広報サポーターを公募し、市民目線による広報記事作成、ＳＮＳ
やケーブルテレビを活用した情報発信を行う。（継続）

【広報秘書課】
・広報サポーター（5名）
・市民目線でのケーブルテレビナビゲーターやＳＮＳの発信による
情報発信を行った。

【広報秘書課】
・広報サポーターを公募し、市民目線による広報記事作成、ＳＮＳ
やケーブルテレビを活用した情報発信を行う。（継続）

【環境政策課】
・親子エコクッキング講座や菜の花エコツアー等を開催し、エコ普
及啓発に努める。（継続）

【環境政策課】
・親子エコクッキング講座や菜の花エコツアーを開催し、エコ普及
啓発に努めた。
・エコフェスタを開催し、たはら環境クイズやゼロカーボン先生の実
験教室等を実施し、たはらエコ・ガーデンシティ構想の市民理解増
進を図った。
・親子で挑戦！たはらエコチャレンジ検定！を実施し、環境や菜の
花エコプロジェクト、ゼロカーボンの取組についての普及啓発を
行った。

【環境政策課】
・親子エコクッキング講座や菜の花エコツアー等を開催し、エコ普
及啓発に努める。（継続）

【高齢福祉課】
高齢者が安心して生活できるよう自治会に対して見守り活動や地
域行事の開催を呼びかける。また、民生児童委員に対しても在宅
生活の支援や介護者支援等を紹介する。

【高齢福祉課】
・高齢者が安心して生活できるよう自治会に対して見守り活動や地
域行事の開催を呼びかけた。また、民生児童委員に対しても在宅
生活の支援や介護者支援等を紹介した。

【高齢福祉課】
高齢者が安心して生活できるよう自治会に対して見守り活動や地
域行事の開催を呼びかける。また、民生児童委員に対しても在宅
生活の支援や介護者支援等を紹介する。

 【地域福祉課】
・生活ささえあいネット周知のため、市民の集う場所へ出向いて説
明をし、参加者を募ります。(継続)

【地域福祉課】
・年間１０回、２１６名に対して説明会を実施

 【地域福祉課】
・生活ささえあいネット周知のため、市民の集う場所へ出向いて説
明をし、参加者を募ります。(継続)

【健康課】
・たはら健康マイレージの活用により、健康づくりの取り組みを推
進する。(継続)
・子育て安心見守り隊、食生活改善健康づくり会に対して、定期的
にフォローアップ研修会を開催する。(継続)
・健幸アンバサダーに対して、定期的に健康づくり通信を発行す
る。

【健康課】
・たはら健康マイレージにて健康づくりの取り組みを推進。
・子育て安心見守り隊（フォローアップ研修会2回／年）、食生活改
善健康づくり会（勉強会16回／年）
・健康づくりアンバサーに対して、健康づくり通信の発行（４回／
年）

【健康課】
・たはら健康マイレージの活用により、健康づくりの取り組みを推
進する。(継続)
・子育て安心見守り隊、食生活改善健康づくり会に対して、定期的
にフォローアップ研修会を開催する。(継続)
・健幸アンバサダーに対して、定期的に健康づくり通信を発行す
る。（継続）
・子育て安心見守り隊、健幸アンバサダー養成講座を開催し、新た
に人材を養成する。（新規）

【商工観光課】
・「田原市観光まちづくり大学」「観光体験博覧会たはら巡り～な」
により観光地域づくりへの市民参加を促します。（継続）

【商工観光課】
・「田原市観光まちづくり大学」「観光体験博覧会たはら巡り～な」
により観光地域づくりへの市民参加を促しました。、また、新たに伊
良湖温泉交流サミットを開催するにあたり、市民参加を促した。

【観光課】
・「田原市観光まちづくり大学」「観光体験博覧会たはら巡り～な」
により観光地域づくりへの市民参加を促します。（継続）

【街づくり推進課】
渥美半島菜の花浪漫街道ブログで、渥美半島の美しい風景や街
並み、花、海、エコに関する情報を、市内外から募集した「渥美半
島の美しい風景を発信し隊」が双方向性のある情報発信と情報共
有を行う。（継続）

【街づくり推進課】
渥美半島菜の花浪漫街道ブログで、渥美半島の美しい風景や街
並み、花、海、エコに関する情報を、市内外から募集した「渥美半
島の美しい風景を発信し隊」が双方向性のある情報発信と情報共
有を行った。

【街づくり推進課】
渥美半島菜の花浪漫街道ブログで、渥美半島の美しい風景や街
並み、花、海、エコに関する情報を、市内外から募集した「渥美半
島の美しい風景を発信し隊」が双方向性のある情報発信と情報共
有を行う。（継続）

【図書館】
・元気はいたつ便・ブックスタート・にじいろサービス・児童サービス
等への市民ボランティアの参加・協力（継続）

【図書館】
・元気はいたつ便・ブックスタート・にじいろサービス・児童サービス
等への市民ボランティアの参加・協力を図った。

【図書館】
・元気はいたつ便・ブックスタート・にじいろサービス・児童サービス
等への市民ボランティアの参加・協力（継続）

【消防署】
・救命率の向上を図るため、救命講習の開催を広報たはら（消防
かわら版）、消防本部ホームページに掲載し参加者を募集します。
（継続）
・親子で参加できる救助体験講座を開催します。（継続）

【消防署】
・救命講習の開催を広報たはら（消防かわら版）、消防本部ホーム
ページに掲載（年９回）
・親子レスキュー教室を開催（年１回）

【消防署】
・救命率の向上を図るため、救命講習の開催を広報たはら（消防
かわら版）、消防本部ホームページに掲載し参加者を募集します。
（継続）
・親子で参加できる救助体験講座を開催します。（継続）

○新たな事業やイベント・行事等について、広
報たはら、パンフレット、市ホームページ等で
市民等にお知らせし、市民等による実施や行
事への参加を呼びかけています。

○市民等と一体となってまちづくりに取り組
むことが「市民協働」の根底であることを市
職員が十分に理解します。

○遊休資産の活用や地域包括ケアシステ
ムの推進など新たな課題に対しても、市民
協働を踏まえて取り組みます。

○市民等が参加しやすい方法（手法・日
時・場所等）に改善するとともに、内容に応
じた効果的なＰＲを検討します。また、市民
等が参加（実施）するメリット（能力向上、
ネットワークの構築化、精神的な達成感の
獲得等）を示せるように工夫します。

○イベント等で市民や団体、事業者等に協
力を得る場合は、事前の打ち合わせ等を
十分に行います。
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ｃ．市民公募委員の導入
現状 今後の取組 令和４年度の取組 令和４年度の実績 令和5年度の取組

【企画課】
・市民協働まちづくり会議（２名）（継続）
・男女共同参画推進懇話会（２名）（継続）

【企画課】
・市民協働まちづくり会議（３名）任期：R4.4.1～R6.3.31
・男女共同参画推進懇話会（２名）任期：R3.4.1～R5.3.31

【企画課】
・市民協働まちづくり会議（２名）（継続）
・男女共同参画推進懇話会（２名）（継続）

【商工観光課】
・田原市民まつりの実行委員会に公募による実行委員を採用、ま
た、市民提案による企画を募集し、市民の手による市民まつりを開
催する。（継続）

【商工観光課】
・田原市民まつりの実行委員会に公募による実行委員を採用し、
市民提案による企画を募集し、市民まつりを開催した。

【商工課】
・田原市民まつりの実行委員会に公募による実行委員を採用、ま
た、市民提案による企画を募集し、市民の手による市民まつりを開
催する。（継続）

ｄ．市民活動団体等への参画要請の整理
現状 今後の取組 令和４年度の取組 令和４年度の実績 令和5年度の取組

【商工観光課】
・会議日程を調整するなど代表者の負担に配慮し、参加しやすい
会議を開催します。（継続）
・検討委員会とワーキング等、代表者だけでなく目的に応じた人選
となるように取り組みます。（継続）

【商工観光課】
・会議日程を調整するなど代表者の負担に配慮し、参加しやすい
会議を開催した。
・検討委員会とワーキング等、代表者だけでなく目的に応じた人選
となるように努めた。

【全課室】
・参加団体には、代表者の参加を要請するのではなく、目的に応じ
た人材の参加を依頼し、代表者の負担軽減を図る。（継続）

【全課室】

【企画課】
委員を依頼する際に、あて職でなく参画団体から選出してもらって
いる。

ｅ．パブリックコメント制度
現状 今後の取組 令和４年度の取組 令和４年度の実績 令和5年度の取組

○パブリックコメントの手続きに関する要綱を
制定し、市役所や市ホームページで公表し、市
民の意見を反映させながら、計画等を策定し
ています。

○日頃から市民に対して関心をひきつけ、
一方的な原案の提示とならないよう、分か
りやすい情報提供に努めます。

【広報秘書課】
・令和４年度：２件（予定）たはら農業プラン(2018-2027)、たはらエ
コ・ガーデンシティ推進計画
・広報紙、ケーブルテレビ、ＨＰを通じ、広く市民に周知を呼びかけ
る。（継続）

【広報秘書課】
・パブリックコメント　2件：たはら農業プラン(2018-2027)、たはらエ
コ・ガーデンシティ推進計画
・広報紙、ケーブルテレビ、ＨＰを通じ、広く市民に周知を呼びかけ
た。

【広報秘書課】
・パブリックコメント　令和5年度：１３件（予定）
非核・平和都市宣言 、 第2次田原市総合計画 、 田原市国際化・
多文化共生推進計画（たはらグローカルシティ推進プラン） 、 田原
市環境保全計画 、 第3期地域福祉計画 、 重層的支援体制整備
事業実施計画 、
第4期田原市障害者計画及び第7期障害福祉計画・第3期障害児
福祉計画 、 改定版田原市都市計画マスタープラン 、 田原市立地
適正化計画 、 第３次田原市地域公共交通戦略計画  、 田原市デ
ジタル田園都市構想総合戦略 、 田原市人口ビジョン 、 田原市高
齢福祉計画
・広報紙、ケーブルテレビ、ＨＰを通じ、広く市民に周知を呼びかけ
る。（継続）

f．市民意見の提案制度
現状 今後の取組 令和４年度の取組 令和４年度の実績 令和5年度の取組

【広報秘書課】
・提言箱、ホームページ等を通じて寄せられる市民の意見は、提案
者に回答するとともに事務の参考とする。寄せられた意見の概要
は部長会議で報告し、市役所内で情報の共有を行う。（継続）

【広報秘書課】
・提言箱27件、ホームページ提言フォーム98件
・市民の意見概要を部長会議で報告し、市役所内で情報共有を
行った。

【広報秘書課】
・提言箱、ホームページ等を通じて寄せられる市民の意見は、提案
者に回答するとともに事務の参考とする。寄せられた意見の概要
は部長会議で報告し、市役所内で情報の共有を行う。（継続）

【図書館】
・館長直行便（意見箱）の設置（継続）

【図書館】
・館長直行便（意見箱）を設置し、市民からの意見・提案がしやす
い環境を整え、図書館長からの回答を図書館内に掲示し、市民の
声の見える化を行っている。

【図書館】
・館長直行便（意見箱）の設置（継続）

【全課室】
・参加団体には、代表者の参加を要請するのではなく、目的に応じ
た人材の参加を依頼し、代表者の負担軽減を図る。（継続）
・会議日程を調整するなど代表者の負担に配慮し、参加しやすい
会議を開催します。（継続）

○方針・計画等の検討会議等を設ける場合、
法令の制限がない限り、各担当課で市民公募
委員を募集し、幅広い市民の意見を把握しな
がら検討を進めています。市民公募委員の募
集及び応募は増えてきています。

○広く市民の意見を反映するため、市民公
募委員への多数の応募をいただけるよう、
発言しやすい会議運営等を目指します。

○毎年度、方針・計画等の検討会議、施策推
進の協議会など多数設置され、なかには多く
の会議に参画する団体もあるので、これらの
会議が、団体運営の負担とならないよう、代表
者の負担軽減を図っています。

○施策検討への参画要請が団体の負担と
ならないように、目的に応じて会議の統廃
合・整理を図り、特定の代表者に偏らせ
ず、委員等の男女割合にも留意します。
○幅広い意見が把握できるよう開催形式・
年間スケジュール等を改善するとともに、
寄せられた意見の反映に取り組みます。
○参加にあたっては、代表者への要請だけ
でなく、目的に応じた人材の依頼をし、代表
者の負担軽減を図ります。
　

○市民からの意見・提案は、市役所・支所等に
設置された「提言箱」、田原市ホームページ投
書コーナー「市民の声」等で集められた後、関
係各課に送付（定期的に部長会議で報告）さ
れ、関連施策に反映するとともに、提案者に回
答しています。

○平成21年度に制定した「市民の声」取扱要
綱に基づき、公共性のある提言と回答を市
ホームページで公開しています。

○現行の提案制度を充実しつつ、制度のＰ
Ｒを効果的に行い、より建設的な意見が寄
せられるよう工夫します。

7

2



ｇ．意見交換のための会議開催
現状 今後の取組 令和４年度の取組 令和４年度の実績 令和5年度の取組

【防災対策課】
・会議等　　防災事務連絡会開催（4月）、自主防災活動推進協議
会（年2回）（継続）

【防災対策課】
防災事務連絡会、自主防災活動推進協議会（年2回）予定通り開
催。

【防災対策課】
・会議等　　防災事務連絡会開催（4月）、自主防災活動推進協議
会（年2回）（継続）

【環境政策課】
・たはらエコガーデンシティ構想推進協議会を開催し、進捗状況の
把握、課題認識、解決策の検討などを行う。（継続）
・たはらエコガーデンシティ地域協議会を開催し、各プロジェクトの
実現推進を図る。（継続）
・田原菜の花エコ推進協議会を開催し、遊休農地の復元、資源循
環に関する取組等の普及啓発を行う。（継続）

【環境政策課】
・たはらエコ・ガーデンシティ構想推進協議会を開催し、進捗状況
の把握、課題認識、解決策の検討などを行った。
・たはらエコ・ガーデンシティ地域協議会を開催し、各プロジェクトの
実現推進を図った。
・田原菜の花エコ推進協議会を開催し、遊休農地の復元、資源循
環に関する取組等の普及啓発を行った。
・たはらエコ・ガーデンシティ推進計画改定委員会を開催し、計画を
改定した。

【環境政策課】
・たはらエコガーデンシティ構想推進協議会を開催し、進捗状況の
把握、課題認識、解決策の検討などを行う。（継続）
・たはらエコガーデンシティ地域協議会を開催し、各プロジェクトの
実現推進を図る。（継続）

【廃棄物対策課】
・田原市ごみ処理対策推進協議会を開催し、ごみの減量・再資源
化等施策の推進方策の検討（継続）
・廃棄物減量等推進員連絡会議を開催し、ごみの適正処理・減量
化を目的とした、ごみの分別指導等に関する意見交換（継続）

【廃棄物対策課】
・田原市ごみ処理対策推進協議会を開催し、ごみの減量・再資源
化等施策の推進方策の検討（継続）
・廃棄物減量等推進員連絡会議を開催し、ごみの適正処理・減量
化を目的とした、ごみの分別指導等に関する意見交換（継続）

【廃棄物対策課】
・田原市ごみ処理対策推進協議会を開催し、ごみの減量・再資源
化等施策の推進方策の検討（継続）
・廃棄物減量等推進員連絡会議を開催し、ごみの適正処理・減量
化を目的とした、ごみの分別指導等に関する意見交換（継続）

【親子交流館】
・入園前の子供を持つ母親の集まりである子育てサークルと行政
の協働のため、ひまわりサークルミーティングを開催する。
・子育て支援関係者交流会の開催により、子育てサークルと関係
支援団体との交流を図る。

【親子交流館】
・入園前の子供を持つ母親の集まりである子育てサークルと行政
の協働のため、ひまわりサークルミーティングを開催（３回）。
・子育て支援関係者交流会の開催により、子育てサークルと関係
支援団体との交流を図った（２回）。

【親子交流館】
・入園前の子供を持つ母親の集まりである子育てサークルと行政
の協働のため、ひまわりサークルミーティングを開催する。
・子育て支援関係者交流会の開催により、子育てサークルと関係
支援団体との交流を図る。

【街づくり推進課】
・田原地区まちづくり事業、福江地区まちづくり事業、赤羽根地区
まちづくり事業については、市民が参加した各種協議会や委員会
等において、事業実施や整備の意見交換などを行う。（継続）
・行政、各種団体などによって構成する渥美半島菜の花浪漫街道
パートナーシップ会議を開催し、アクションプランの進捗状況や意
見交換などを行う。（継続）

【街づくり推進課】
・田原地区まちづくり事業、福江地区まちづくり事業、赤羽根地区
まちづくり事業については、市民が参加した各種協議会や委員会
等において、事業実施や整備の意見交換などを行った。
・行政、各種団体などによって構成する渥美半島菜の花浪漫街道
パートナーシップ会議を開催し、アクションプランの進捗状況や意
見交換などを行った。

【街づくり推進課】
・田原地区まちづくり事業、福江地区まちづくり事業、赤羽根地区
まちづくり事業については、市民が参加した各種協議会や委員会
等において、事業実施や整備の意見交換などを行う。（継続）
・行政、各種団体などによって構成する渥美半島菜の花浪漫街道
パートナーシップ会議を開催し、アクションプランの進捗状況や意
見交換などを行う。（継続）

【図書館】
・年３回の図書館協議会の開催（継続）
・月１回の」「図書館サポーターズおおきなかぶ」と館長・読書担当
者によるミーティングの実施（継続）
・元気はいたつ便ボランティア、ブックスタートボランティア、音訳ボ
ランティアの方と随時、意見交換を実施。

【図書館】
・年３回の図書館協議会を開催した。（５月、１１月、２月）
・月１回の」「図書館サポーターズおおきなかぶ」と館長・読書担当
者によるミーティングを実施した。
・ボランディア関係者（元気はいたつ便、ブックスタート、音訳）の方
と意見交換を実施した。

【図書館】
・年３回の図書館協議会の開催（継続）
・月１回の」「図書館サポーターズおおきなかぶ」と館長・読書担当
者によるミーティングの実施（継続）
・元気はいたつ便ボランティア、ブックスタートボランティア、音訳ボ
ランティアの方と随時、意見交換を実施。

【地域課】　渥美地域総代連絡協議会を開催し、渥美地域の校区
総代や自治会長との意見交換・連絡調整の場を設け、渥美地域に
おける課題等の解決に取り組む。（継続）

【地域課】
・渥美地域総代連絡協議会を開催し、渥美地域の校区総代や自
治会長との意見交換・連絡調整の場を設け、渥美地域における課
題等の解決に取り組んだ。(R4.4.7・R4.7.26・R4.12.20開催)

【地域課】　渥美地域総代連絡協議会を開催し、渥美地域の校区
総代や自治会長との意見交換・連絡調整の場を設け、渥美地域に
おける課題等の解決に取り組む。（継続）

ｈ．アンケート調査
現状 今後の取組 令和４年度の取組 令和４年度の実績 令和5年度の取組

○総合計画の実現状況を把握する市民意識
調査（３年ごとに市民・団体・事業者別に実
施）、各分野のアンケート調査（定期又は随
時）によって、統計的に市民意識等を把握して
います。

○施策実施における客観的根拠資料とな
るよう、アンケート等の調査方法（実施時
期・対象・設問・回答方式等）を改善すると
ともに、回答率の向上を図ります。また、他
の都市との比較や経年比較等、多方面な
評価と複合させ、本市の強み・弱みを把握
します。

【企画課】
・新たにWeb回答を導入して、市民意識調査を実施。

【企画課】
・市民意識調査にWeb回答を導入した。（Web回答　計359件/1503
件）
（一般295件/1301件、事業者24件/44件、農業者11件/49件、漁業
者9件/49件、団体20件/60件）

○各分野の関係団体で構成する協議会の設
置、コミュニティ協議会が主催する地域懇談

会、各種団体が主催する総会等への出席によ
り意見把握に取り組んでいます。

○会議の設置、地域懇談会等の会議への
出席により、団体の個別意見及び総意の
把握に努めます。
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（２）行政活動における協働のあり方
ａ．地域コミュニティ団体との協働（委託）
現状 今後の取組 令和４年度の取組 令和４年度の実績 令和5年度の取組

【防災対策課】
・自主防災活動　　防災事務連絡会、地区防災訓練実施、市総合
防災訓練参加依頼、防災資機材整備、各種講座等参加依頼等
（継続）

【防災対策課】
自主防災活動として、防災事務連絡会、地区防災訓練実施、市総
合防災訓練参加依頼、防災資機材整備、各種講座等参加依頼等
を行った。

【防災対策課】
・自主防災活動　　防災事務連絡会、地区防災訓練実施、市総合
防災訓練参加依頼、防災資機材整備、各種講座等参加依頼等
（継続）

【総務課】
・年度初めの地域コミュニティ連合会定例理事会及び地区行政連
絡会において、コミュニティ協議会・自治会への依頼事項等の年間
スケジュールを示した。

【総務課】
・年度初めの地域コミュニティ連合会定例理事会及び地区行政連
絡会において、コミュニティ協議会・自治会への依頼事項等の年間
スケジュールを示した。（継続）

【総務課】
・年度初めの地域コミュニティ連合会定例理事会及び地区行政連
絡会において、コミュニティ協議会・自治会への依頼事項等の年間
スケジュールを示した。

【廃棄物対策課】
・ごみの適正処理・減量化の推進のため、廃棄物減量等推進員を
各地区自治会に配置し、地区内のごみの出し方・分別指導の活動
等を行ってもらう。（継続）

【廃棄物対策課】
・ごみの適正処理・減量化の推進のため、廃棄物減量等推進員を
各地区自治会に配置し、地区内のごみの出し方・分別指導の活動
等を行った。（継続）

【廃棄物対策課】
・ごみの適正処理・減量化の推進のため、廃棄物減量等推進員を
各地区自治会に配置し、地区内のごみの出し方・分別指導の活動
等を行ってもらう。（継続）

【地域福祉課】
・災害時避難行動要支援者名簿の加除を行い、５月、１１月に支援
を必要とする方の新しい情報を地域 へ提供し、市と地域と情報の
共有を行う。(継続)

【地域福祉課】
・５月と１１月に地域及び関係団体に最新の名簿を提供し、情報を
共有

【地域福祉課】
・災害時避難行動要支援者名簿の加除を行い、５月、１１月に支援
を必要とする方の新しい情報を地域 へ提供し、市と地域と情報の
共有を行う。(継続)

【農政課】
・多面的機能支払事業において、地域ぐるみで行う農用地・水路、
農道等の地域資源の保全管理を支援する。（継続）

【農政課】
・多面的機能支払事業において、地域ぐるみで行う農用地・水路、
農道等の地域資源の保全管理を支援（田原市全域内の１９組織：
地区）

【農政課】多面的機能支払事業において、地域ぐるみで行う農用
地・水路、農道等の地域資源の保全管理を支援する。（継続）

【地域課】
・災害時に迅速な対応が図れるように、渥美地域の排水機場運転
管理委託、樋門管理委託を地元自治会等へ委託する。（継続）

【地域課】
・災害時に迅速な対応が図れるように、渥美地域の排水機場運転
管理委託、樋門管理委託を地元自治会等へ委託した。(排水機場7
団体、樋門3団体)

【地域課】災害時に迅速な対応が図れるように、渥美地域の排水
機場運転管理委託、樋門管理委託を地元自治会等へ委託する。
（継続）

ｂ．地域コミュニティ団体からの要望への対応
現状 今後の取組 令和４年度の取組 令和４年度の実績 令和5年度の取組

【防災対策課】
・防災活動に関する相談対応（継続)

【防災対策課】
・防災活動に関する相談対応等を随時行った。

【防災対策課】
・防災活動に関する相談対応（継続)

【総務課】
・随時、コミュニティからの要望の把握に努め、地域の要望に即し
た対応を検討する。
・まちづくりアドバイザーに連絡機能を持たせ、要望等の把握を行
う。

【総務課】
・随時、コミュニティからの要望の把握に努め、地域の要望に即し
た対応を行った。（継続）
・まちづくりアドバイザーに連絡機能を持たせ、要望等の把握を
行った。（継続）

【総務課】
・随時、コミュニティからの要望の把握に努め、地域の要望に即し
た対応を検討する。
・まちづくりアドバイザーに連絡機能を持たせ、要望等の把握を行
う。

【地域課】
・各地域における道路、河川等の改善や補修等の要望を地区コ
ミュニティ毎で取りまとめて提出してもらい、新年度予算に反映させ
る。(継続)

【地域課】
・各地域における道路、河川等の改善や補修等の要望を地区コ
ミュニティ毎で取りまとめて提出してもらい、新年度予算に反映させ
た。

【地域課】
各地域における道路、河川等の改善や補修等の要望を地区コミュ
ニティ毎で取りまとめて提出してもらい、新年度予算に反映させる。
(継続)

ｃ．特定業務の外部委託（市指定委託）
現状 今後の取組 令和４年度の取組 令和４年度の実績 令和5年度の取組

【企画課】
・市民提案型委託制度を導入し事業募集を行う。（継続）
・市民活動支援センター運営業務を委託する。（継続）

【企画課】
・市民提案型委託制度により事業募集
・市民活動支援センター運営　委託先：たはら市民活動応援隊　週
２日４時間相談窓口開設

【企画課】
・市民提案型委託制度を導入し事業募集を行う。（継続）
・市民活動支援センター運営業務を委託する。（継続）

【地域福祉課】
・障害者福祉制度及び自殺対策等の周知のための講演会や市民
を交えた制度の勉強会をNPO法人の提案により委託にて実施す
る。(継続)

【地域福祉課】
・当初予定をしていた計画（ＮＰＯ法人の提案による講演会や勉強
会）を変更し、市および関係機関職員の資質向上を目的とする外
部講師による講演会を地域福祉課の主催により開催した。（令和５
年３月１日、参加職員数：５０名）

【地域福祉課】
・障害者等からの様々な相談に対応するため、市内の障害福祉事
業所へ相談支援業務を委託し実施する。（継続）
・障害者福祉制度及び自殺対策等の周知の講演会や市民を交え
た制度の勉強会をNPO法人の提案により委託にて実施する。(継
続)

ｄ．市民等からの提案による協働事業（外部委託）
現状 今後の取組 令和４年度の取組 令和４年度の実績 令和5年度の取組

【企画課】
・市民提案型委託制度による男女共同参画啓発事業（継続)

【企画課】
市民提案型委託制度により男女共同参画啓発事業を行った。　事
業委託1件

【企画課】
・市民提案型委託制度による男女共同参画啓発事業（継続)

【図書館】
・図書館サポーターズおおきなかぶによる図書館お誕生日会の開
催（継続）

【図書館】
・図書館サポーターズおおきなかぶによる図書館お誕生日会を開
催した。

【図書館】
・図書館サポーターズおおきなかぶによる図書館お誕生日会の開
催（継続）

○専門資格を要する市の業務の実施に関して
は、多様化への対応や効率性を考慮し、有資
格者の採用や職員の資格取得による対応か
ら、外部委託（事業者等）による対応に切り替
えています。

○公共施設等における専門性を活かしたサー
ビスと効率性の向上を目指して、事業者や市
民活動団体による指定管理者制度を導入し、
協働対象事業のリストアップを行っています。

○指定管理者制度を含む既存の委託に加
え、協働対象事業について、業務内容に応
じた協働の推進を図ります。

○平成22年度から、市の事業について市民か
ら広く事業提案を募る「市民提案型委託制度
（テーマ提示型・自由テーマ型）」を運用してい
ます。

○市民に広く公募する提案型委託制度の活用
が徐々に増えています。

○市民・市民活動団体・事業者との協働が
可能な事業について実施のあり方を研究
し、市民提案型委託制度の活用等により、

成果の向上を目指します。

○地域コミュニティ団体には、自主防災活動、
ごみ収集場の管理、交通安全・防犯活動、広
報たはら等の文書配布、福祉活動、公園・排
水施設の管理等に加えて、イベントや講演会
への参加や公職委員の推薦など地域関係事
項について幅広く依頼し、協力を得ています。
○市からの依頼業務が増加しており、自治会
等の負担となっています。依頼業務での負担
を軽減するため、基本方針を定め、あらかじめ
地域に対して依頼業務や行事等の年間スケ
ジュールを提示しています。

○市各課からの依頼事項を整理するととも
に、自治会等の規模・能力に応じた依頼内
容の弾力化や支援制度の充実等、負担軽
減を検討します。
○地域コミュニティ団体の抱える課題を考
慮し、市からの依頼事項に取り組むことに
より、地域課題も同時に解決できるように
工夫します。

○地域コミュニティ団体のもつ地域課題（生活
環境の整備、諸制度の改善等）に関する要望
は、地域コミュニティ連合会、代表者等による
随時の申出によって行われています。

○市の機関では、コミュニティ担当課または各
事業課において、これらに対応するとともに、
平成19年度からは「まちづくりアドバイザー」に
連絡機能（地域の希望把握）を持たせていま
す。

○地域コミュニティ団体の要望内容を確
認・整理するとともに、一緒になって対応策
や制度改善に取り組みます。また、市の機
関が実施する個々の施策についても、全体
の公平性等を確保しながら、その地域に即
した進め方を検討します。
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ｅ．様々な協働形態の導入
現状 今後の取組 令和４年度の取組 令和４年度の実績 令和5年度の取組

【環境政策課】
・特定外来種であるアルゼンチンアリ防除のための対策協議会を
開催し、一斉防除等を行う。（継続）

【環境政策課】
・特定外来種であるアルゼンチンアリ防除のための対策協議会を
年3回開催し、一斉防除（6月、7月、9月の年3回）を行った。また、
重点防除区域の倉田・松下地区では、全体で行う一斉防除に加
え、４月、５月、８月、10月の合計４回防除を実施した。

【環境政策課】
・特定外来種であるアルゼンチンアリ防除のための対策協議会を
開催し、一斉防除等を行う。（継続）

【廃棄物対策課】
田原リサイクルセンター炭生館
-R1／PFI期間終了
R2-R6／長期包括委託契約

【廃棄物対策課】
田原リサイクルセンター炭生館
-R1／PFI期間終了
R2-R6／長期包括委託契約

【廃棄物対策課】
田原リサイクルセンター炭生館
-R1／PFI期間終了
R2-R6／長期包括委託契約

【教育総務課】
・市内の園児、児童、生徒へ給食を提供するにあたり、給食セン
ターの維持管理・運営をPFIにて行う。

【教育総務課】
・給食を提供する給食センターの維持管理・運営をPFIにて行った。
　給食提供日数：保育園・認定こども園232日　小学校：191日　中
学校：191日

【教育総務課】
・市内の園児、児童、生徒へ給食を提供するにあたり、給食セン
ターの維持管理・運営をPFIにて行う。

（３）市民参加・協働状況の公表
ａ．協働会議への報告・一般公表
現状 今後の取組 令和４年度の取組 令和４年度の実績 令和5年度の取組

○市民・市民活動団体・事業者・行政など各主
体の市民協働に関する取組は、市民協働まち
づくり会議において状況を報告し合い、市民に
公開しています。

○毎年、市民参加・協働状況を項目別に取
りまとめ、協働会議や一般市民に公表し、
参加・協働への取り組み方の検討資料とし
て活用できるようにします。

【企画課】
・市民協働まちづくり会議において、各主体の取組状況や意見の
把握に努める。（継続）

【企画課】
・市民協働まちづくり会議を２回開催し、各主体の取組状況や意見
の把握に努めた。

【企画課】
・市民協働まちづくり会議において、各主体の取組状況や意見の
把握に努める。（継続）

区分２【指針その４】　市民公益活動の支援
■市民協働まちづくり条例における市の機関の責務

④　市民公益活動における市民協働が促進されるように取り組む。【条例第10条】

⑤　市民公益活動が促進されるように、活動環境を整備する。【条例第１１条】

⑥　市民公益活動が促進されるように、活動情報の発信に協力する。【条例第１２条第1項】

⑦　市が保有する市民公益活動に必要な情報を提供する。【条例第１２条第2項】

⑧　市民公益活動に対し、必要に応じて、人的支援、財政的支援等を行う。【条例第１３条】

（１）活動環境の整備のあり方
ａ．施設等の整備・利用改善
現状 今後の取組 令和４年度の取組 令和４年度の実績 令和5年度の取組

○市民や団体等の活動拠点として、市民館を
はじめ、文化会館や運動施設等を整備すると
ともに、予約システムの改善、利用負担の減
免等により利便性の向上、活動の活性化を
図っています。

○合併や人口減少により、重複した施設や行
政目的を終えた公共施設も増加しているた
め、公共施設の適正化に取り組んでいます。

○公共施設の集約化や重点化、複合化等
を踏まえ、公共施設のサービスの適正化を
図ります。

○公共施設の長寿命化を図るとともに、未
利用施設の利活用を進めます。

【生涯学習課】
・赤羽根地域における公共施設再編について協議
・江比間野外活動センターの方向性について協議
・田原市社会教育施設等長寿命化計画に沿った改修等の推進

【生涯学習課】
・赤羽根地域における公共施設再編について協議を行ったが、引
き続き協議中
・江比間野外活動センターの方向性について共同所有者の豊橋市
と協議し、方向性が確定した。
・田原市社会教育施設等長寿命化計画に沿った改修等の推進に
ついて進捗管理を行った。

【生涯学習課】
・赤羽根地域における公共施設再編について協議
・田原市社会教育施設等長寿命化計画の一部見直しと計画に
沿った改修等の推進

ｂ．市民公益活動の環境整備
現状 今後の取組 令和４年度の取組 令和４年度の実績 令和5年度の取組

【企画課】
・公益性の高い活動については、社会貢献活動災害補償制度で活
動中の事故を補償するとともに、参加者の自己責任と安心して公
益活動に取り組める環境整備を明確化する。（継続）

【企画課】
社会貢献活動災害補償制度保険に加入し、公益性の高い活動中
の事故に対する補償等を行った。傷害事故17件

【企画課】
・公益性の高い活動については、社会貢献活動災害補償制度で活
動中の事故を補償するとともに、参加者の自己責任と安心して公
益活動に取り組める環境整備を明確化する。（継続）

【地域福祉課】
・市民同士が支え合う生活ささえあいネットのサポーターにはボラ
ンティア保険料の一部を社会福祉協議会が負担し、参加しやすい
環境を整備する。（継続）

【地域福祉課】
社会貢献活動災害補償制度保険に加入し、公益性の高い活動中
の事故に対する補償等を行った。

【地域福祉課】
・公益性の高い活動については、社会貢献活動災害補償制度で活
動中の事故を補償。（継続）

【生涯学習課】
・公益性の高い活動について、社会貢献活動災害補償制度の継
続

【生涯学習課】
・公益性の高い活動について、社会貢献活動災害補償制度の加
入

【生涯学習課】
・公益性の高い活動について、社会貢献活動災害補償制度の継
続

○市民等が安心して市民公益活動に取り組め
るように、市において社会貢献活動災害補償
制度を設け、一定の範囲内で傷害等を補償し

ています。

○公益性の高い活動について、社会貢献
活動災害補償制度を継続し、主催者及び
参加者の傷害等に対応する体制を維持す
るとともに、必要に応じ、実態に即した制度
内容に見直します。

○市の施策の中で、市民・団体等と一緒に
なって取り組まないと成果を上げられない業務
等においては、協議会等を設けて調整を図っ
ています。

○柔軟な対応が必要となるイベント等では、市
民等による実行委員会方式で実施していま
す。

○田原リサイクルセンターや田原市給食セン
ターの運営事業には、ＰＦＩ手法を導入し、効率
的かつ効果的な公共サービスの提供を図って
います。

○業務内容に応じて、実行委員会方式の
ほか、市民等の得意分野を活かせるような
協働方式の導入・維持に取り組みます。

○ＰＦＩ（プライベート・ファイナンス・イニシア
チブ）、ＰＰＰ（パブリック・プライベート・パー
トナーシップ）等の行政と民間の特性・能力
等を活かした方式による業務を実施しま
す。
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（２）情報提供のあり方
ａ．市民公益活動の市民等への情報提供
現状 今後の取組 令和４年度の取組 令和４年度の実績 令和5年度の取組

【企画課】
・市民活動支援センターは、市民協働まちづくり事業補助金等を活
用した団体等を積極的に取材し、広報たはらやSNS等で情報を発
信する。(継続)

【企画課】
・市民活動支援センターでは、市民協働まちづくり補助金等を活用
した団体等を積極的に取材し、広報たはらやSNS等で情報を発信
した。

【企画課】
・市民活動支援センターは、市民協働まちづくり事業補助金等を活
用した団体等を積極的に取材し、広報たはらやSNS等で情報を発
信する。(継続)

【地域福祉課】
・田原市婚活支援事業補助金を活用して市民等が実施する婚活イ
ベント等の情報を「広報たはら」や市のホームページ上で紹介す
る。（継続）

【地域福祉課】
・ＨＰ公開（６回）、地域への回覧（６回）、会員宛てへのメール配信
（６回）

【地域福祉課】
・田原市婚活支援事業補助金を活用して市民等が実施する婚活イ
ベント等の情報を「広報たはら」や市のホームページ上で紹介す
る。（継続）

【図書館】
・中央図書館・渥美図書館に設置している市民活動のための掲示
板や図書館ホームページ・ＳＮＳの活用（継続）

【図書館】
・中央図書館・渥美図書館に設置している市民活動のための掲示
板や図書館ホームページ・ＳＮＳ等を活用し情報発信に努めた。

【図書館】
・中央図書館・渥美図書館に設置している市民活動のための掲示
板や図書館ホームページ・ＳＮＳの活用（継続）

【生涯学習課】
・公益性の高い活動（共催・後援事業等）について、可能な範囲で
市のホームページ、広報たはらへの掲載をする（継続）

【生涯学習課】
・公益性の高い活動（共催・後援事業等）について、可能な範囲で
市のホームページ、広報たはらへの掲載。
※令和４年度は市HP,広報たはら掲載事業なし

【生涯学習課】
・公益性の高い活動（共催・後援事業等）について、可能な範囲で
市のホームページ、広報たはらへの掲載をする（継続）

ｂ．行政情報の提供
現状 今後の取組 令和４年度の取組 令和４年度の実績 令和5年度の取組

○市で把握できる市民活動団体に有益な国県
等の情報は、できる限りお知らせするようにし
ています。

○市が保有する住民情報等は、個人情報保
護法・条例の取扱基準に従う必要があり、現
状として市民活動団体には提供していませ
ん。

○法の範囲で現状の閲覧制度等を維持・
改善しながら、市民活動団体の活動情報
や国県市などの各種支援施策の積極的な
伝達や市が保有する住民情報の提供の是
非を検討します。

【高齢福祉課】
・地区自治会等が行うひとり暮らし高齢者の訪問活動に対し、住民
基本台帳に登載されている個人情報のうち、対象者の住所、氏
名、性別、年齢を掲載した一覧表を貸し出す。

【高齢福祉課】
・地区自治会等が行うひとり暮らし高齢者の訪問活動に対し、住民
基本台帳に登載されている個人情報のうち、対象者の住所、氏
名、性別、年齢を掲載した一覧表を貸し出す高齢者見守り活動情
報提供制度を実施した。

【高齢福祉課】
・地区自治会等が行うひとり暮らし高齢者の訪問活動に対し、住民
基本台帳に登載されている個人情報のうち、対象者の住所、氏
名、性別、年齢を掲載した一覧表を貸し出す。

（３）人的・財政的支援等のあり方
ａ．市民公益活動への人的支援
現状 今後の取組 令和４年度の取組 令和４年度の実績 令和5年度の取組

【企画課】
・市民活動支援センターにおいて、活動に関する相談を随時行う。
（継続）
・市職員の公益活動、地域活動への積極的参加を呼び掛ける。
（継続）

【企画課】
・市民活動支援センターにおいて、活動に関する相談を随時行っ
た。
・市職員の公益活動、地域活動への参加を呼び掛けた。

【企画課】
・市民活動支援センターにおいて、活動に関する相談を随時行う。
（継続）
・市職員の公益活動、地域活動への積極的参加を呼び掛ける。
（継続）

　【総務課】
・まちづくりアドバイザーが相談業務を行う。

【総務課】
・まちづくりアドバイザーが相談業務を行った。（継続）

　【総務課】
・まちづくりアドバイザーが相談業務を行う。

ｂ．市民公益活動への財政的支援
現状 今後の取組 令和４年度の取組 令和４年度の実績 令和5年度の取組

【企画課】
・市民協働まちづくり事業補助金により、活動経費の一部を支援
し、チャレンジ枠により、若年層の市民活動への参加誘導に期待
する。（継続）

【企画課】
・市民協働まちづくり事業補助金により、活動経費の一部を支援し
た。
通常枠１団体、少額枠１団体、チャレンジ枠なし

【企画課】
・市民協働まちづくり事業補助金により、活動経費の一部を支援
し、チャレンジ枠により、若年層の市民活動への参加誘導に期待
する。（継続）

【地域福祉課】
・市民等が企画し、又は提案する結婚の推進を目的とした出会い
の機会を積極的に提供する事業等に田原市婚活支援事業補助金
により活動資金の支援をします。今年度予算10万円（上限額）×3
団体（継続）

【地域福祉課】
・申請なし

【地域福祉課】
・市民等が企画し、又は提案する結婚の推進を目的とした出会い
の機会を積極的に提供する事業等に田原市婚活支援事業補助金
により活動資金の支援をします。今年度予算10万円（上限額）×3
団体（継続）

ｃ．市民公益活動へのその他の支援
現状 今後の取組 令和４年度の取組 令和４年度の実績 令和5年度の取組

【企画課・生涯学習課・スポーツ課】
・共催、後援の承認。（継続）

【企画課】
協働まちづくりに関する事業及び市民活動団体が実施する事業に
対して後援を行った。

【企画課・生涯学習課・スポーツ課】
・共催、後援の承認。（継続）

【生涯学習課】
共催・後援の承認を行った。

【スポーツ課】
共催・後援の承認を行った。（共催：44件、後援96件）

【廃棄物対策課】
・団体等による清掃活動に対して、ごみ袋の支給・清掃用具の貸
出（継続）

【廃棄物対策課】
・団体による清掃活動に対して、ごみ袋の支給・清掃用具の貸出を
行った。

【廃棄物対策課】
・団体等による清掃活動に対して、ごみ袋の支給・清掃用具の貸
出（継続）
・軽トラック貸出事業において、ボランティア活動に対する利用料減
免制度を導入（新規）

○地域コミュニティ団体や各分野の団体に対し
て、市の施策の推進に関連した補助金が支出
されています。

○“市民の手”によるまちづくりを推進する
ため、市民協働まちづくり基金を活用した
市民公募型補助事業を継続し、効果的な
支援を目指します。

○より利用しやすい補助制度とするため、
募集スケジュールや申請手続き、審査方法
の改善を図ります。

○田原市後援等取扱要綱に基づき、市の施策
に合致する市民公益活動（イべント等）につい
ては、共催または後援し、施設利用料の減免
や活動のＰＲに取り組んでいます。

○引き続き、共催・後援等の承認を行い、
優良活動表彰制度や公的認証制度の検討
など市民公益活動の促進策に取り組みま
す。また、市民ニーズを把握し、必要となっ
ている市民公益活動を活性化させるため
の支援メニューを検討します。

○公益性の高い活動（共催・後援事業等）につ
いては、可能な範囲内で、「広報たはら」や市
のホームページ、ＳＮＳ等で紹介するとともに、
自治会を通じた回覧・配布文書、公共施設等
でのポスター掲示により、必要な情報を提供し
ています。

○市民活動支援センターを媒介として、支援セ
ンターホームページ、広報たはら等で市民活
動団体等の取組を紹介しています。

○市民等への市民公益活動の情報提供に
ついて、市民活動支援センターが主体とな
り、広報活動を行うとともに、より市民活動
への期待や関心が集まるような紹介の仕
方を工夫します。

○人材育成に役立つ講演会・講座等の開催、
市民活動支援センターによる活動相談や「まち
づくりアドバイザー」の派遣等による相談業務
を行っています。

○市の機関の職員等が各種団体に参加す
る機会をできる限り多く設け、市民等と市役
所の相互理解や信頼の構築を進めるととも
に、自らの見識の向上も図ります。

○事業担当課だけでなく、全課室がさまざ
まな分野の市内市民活動の状況を把握
し、市役所全体で連携し、市民公益活動を
支援します。
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（４）市民間協働の支援のあり方
ａ．市民間協働の促進のための支援
現状 今後の取組 令和４年度の取組 令和４年度の実績 令和5年度の取組

○市の機関は、市民公益活動における市民等
の連携を進めるため、市民活動支援センター
の設置や活動をＰＲするイベント「しみんのひろ
ば」の開催を支援しています。

○市民公益活動における連携の意向（他
の団体に対する協力要請等）や実現状況
を把握するとともに、連携・協力・支援が進
められるように、情報ネットワークの形成や
活動・人材情報の把握・提供に取り組みま
す。

【企画課】
・団体間の連携を図るため、市民活動支援センターを設置する。
（継続）
・市民活動をＰＲ等するためのイベント「しみんのひろば」開催の支
援を行う（継続）

【企画課】
・団体間の連携を図るため、市民活動支援センターを委託により運
営した。
・市民活動をＰＲ等するためのイベント「しみんのひろば」開催の支
援を行った。

【企画課】
・団体間の連携を図るため、市民活動支援センターを設置する。
（継続）
・市民活動をＰＲ等するためのイベント「しみんのひろば」開催の支
援を行う（継続）

区分３【指針その５】　地域コミュニティ活動の振興に関する実績
■市民協働まちづくり条例における市の機関の責務

⑨　地域コミュニティ団体の振興策を立案・実施する。 【条例第１７条第1項】

⑩　行政課題について、地域コミュニティ団体により集約された意見に配慮する。【条例第１７条第2項】

（１）地域コミュニティ団体の振興のあり方　②市の機関の支援のあり方
ａ．地域コミュニティ団体の振興策
現状 今後の取組 令和４年度の取組 令和４年度の実績 令和5年度の取組

○平成18年度に策定された田原市地域コミュ
ニティ振興計画が、平成29年度に改定され、コ
ミュニティ担当課において連絡の調整や活動
の支援が行われています。

○市は、地域コミュニティのあり方の検討、
まちづくり計画の改定支援、活動拠点の充
実、補助金等支援制度・委託業務の最適
化など、地域コミュニティ振興計画に掲げる
取組の実現に努めます。

○市は、地域コミュニティ団体が抱える課
題の解決や、地域活動の担い手育成など、
支援体制の構築を図ります。

【総務課】
・地域活動や施設整備等に対する支援制度を継続し、地域コミュニ
ティ振興計画に掲げる取組の実現に対する支援を行う。
・まちづくりアドバイザーが地域コミュニティ活動の支援を行う。

【総務課】
・地域活動や施設整備等に対する支援制度を継続し、地域コミュニ
ティ振興計画に掲げる取組の実現に対する支援を行った。（継続）
・まちづくりアドバイザーが地域コミュニティ活動の支援を行った。
(継続)

【総務課】
・地域活動や施設整備等に対する支援制度を継続し、地域コミュニ
ティ振興計画に掲げる取組の実現に対する支援を行う。
・まちづくりアドバイザーが地域コミュニティ活動の支援を行う。

ｂ．地域コミュニティ団体の意見の反映
現状 今後の取組 令和４年度の取組 令和４年度の実績 令和5年度の取組

○地域に影響の大きい市の施策は、計画・実
施に際し、コミュニティ協議会や自治会を対象
とした説明会を開催し、地域住民の意見を把
握しながら進めています。

○市の施策において、地域への影響や関
わりが大きなものについては、自治会やコ
ミュニティ協議会等で民主的な方法で集約
された地域の意見に配慮しながら進めてい
きます。また、市全体のまちづくりの実現に
留意しつつ、まちづくり推進計画等におけ
る地域の取組方針に配慮します。

ｃ．地域コミュニティ団体の認定制度
現状 今後の取組 令和４年度の取組 令和４年度の実績 令和5年度の取組

○田原市市民協働まちづくり条例施行規則に
基づいて、基準以上の運営を行っている地域
コミュニティ団体を認定（公証）しています。
　※認定状況（平成29年４月現在）
コミュニティ協議会　20協議会
校区　              ６校区
自治会　            ４自治会

○地域コミュニティ団体の活性化の手段の
一つとして、田原市市民協働まちづくり条
例施行規則の規定項目について、現状を
踏まえて定める基準以上の運営を行ってい
る地域コミュニティ団体を認定（公証）しま
す。

区分４【指針その６】　市民協働まちづくり基金の活用に関する実績
■市民協働まちづくり条例における市の機関の責務

⑪　市民の連帯強化、市民公益活動の促進に財源を確保するため、基金を設置する。 【条例第１０条第1項】

⑫　基金の運用から生ずる収益は、第1項に定める目的の経費に充てるものとする。【条例第１７条第4項】

（１）基金のあり方
ａ．合併特例債積立部分の管理・運用・確保
現状 今後の取組 令和４年度の取組 令和４年度の実績 令和5年度の取組

○市の合併に対する国の支援として用意され
た手法（合併特例債による借入）を中心に原資
を積み立てているため、この部分の取崩しは
原則的にできません。

○原資を定期預金等で運用し、その運用
益によって市民のネットワークの構築、地
域振興及び市民公益活動の促進を図って
いきます。
○経済情勢や市の財政状況に応じて、原
資を含めて、まちづくりのために活用してい
きます。

【財政課】
・合併特例債の活用による原資の積み立てについて検討します。

【財政課】
・原資の積立て金額の算定や活用方法等について検討した。

【財政課】
・合併特例債の活用による原資の積み立てについて検討します。
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ｂ．一般寄付等による積立部分の確保・運用
現状 今後の取組 令和４年度の取組 令和４年度の実績 令和5年度の取組

【企画課】
・市民協働推進寄附金（継続）
・渥美半島田原市応援寄附金（継続）

【企画課】
・市民協働推進寄附金　1件
・渥美半島田原市応援寄附金　寄附件数　7,282件

【企画課】
・市民協働推進寄附金（継続）
・渥美半島田原市応援寄附金（継続）

【図書館】
・雑誌スポンサー制度（継続）

【図書館】
・雑誌スポンサー制度を活用し、図書館資料の充実を図った。

【図書館】
・雑誌スポンサー制度（継続）

（２）基金運用益の活用のあり方
ａ．市の機関が実施する関係事業への基金運用益等の充当
現状 今後の取組 令和４年度の取組 令和４年度の実績 令和5年度の取組

○基金運用益は、市が市民活動を振興するた
めに設置している市民活動支援センターの事
業費用及び以下の各種補助制度等に活用し
ています。
・平成21年度「市民協働まちづくり事業補助
金」
（令和３年度「新規団体・人材養成活動補助
金」、「市民提案型委託制度」
、「市民活動チャレンジ支援補助金」を市民協
働まちづくり事業補助金に統合）

○毎年度の発生する基金運用益等は、設
置目的（市民のネットワークの構築、地域
振興及び市民公益活動の促進）に即して、
まず、市民公益活動（公募）の補助経費に
充当し、残額は基金の目的に即して実施さ
れる市の関係事業の財源または基金積み
立てに利用します。

【企画課】
市民活動支援センターの事業費、市民協働まちづくり事業補助金
として活用。
市民協働まちづくり基金に積立てる。

【企画課】
市民活動支援センターの事業費、市民協働まちづくり事業補助金
として活用した。
市民協働まちづくり基金に積立てた。

【企画課】
市民協働まちづくり事業補助金経費として活用する。
市民協働推進寄附金を市民協働まちづくり基金に積立てる。

ｂ．基金運用益等を活用した市民公益活動の支援
現状 今後の取組 令和４年度の取組 令和４年度の実績 令和5年度の取組

○基金の運用益を活用し、市民協働まちづくり
事業補助金等を設け、市民活動を支援してい
ます。

【企画課】　再掲
・市民協働まちづくり事業補助金の「人材養成視察枠」として市の
課題解決策立案のための先進事例調査に要する旅費等を補助す
る。（継続）
・市民協働まちづくり事業補助金により、活動経費の一部を支援
し、チャレンジ枠により、若年層の市民活動への参加誘導に期待
する。（継続）

【企画課】
・市民協働まちづくり事業補助金により支援した。

【企画課】　再掲
・市民協働まちづくり事業補助金の「人材養成視察枠」として市の
課題解決策立案のための先進事例調査に要する旅費等を補助す
る。（継続）
・市民協働まちづくり事業補助金により、活動経費の一部を支援
し、チャレンジ枠により、若年層の市民活動への参加誘導に期待
する。（継続）

○基金を取崩し、市民活動の拠点となるコミュ
ニティ施設等の整備費用に対し支援を行いま
す。

【総務課】
・コミュニティ施設等の整備に要する費用の支援に活用

【総務課】
・コミュニティ施設整備等に対する支援制度により支援した。

【総務課】
・コミュニティ施設等の整備に要する費用の支援に活用

○市民公益活動の活性化や協働意識の向
上のため、基金の運用益を活用した支援
制度等を見直し、さらなる充実化を図りま
す。

○市民公募型支援制度の積極的な活用が
図られるよう、制度の改善や効果的な制度
紹介を行うとともに、新たな市民公益活動
が生まれるような方策について検討しま
す。

○補助採択事業で公益性の高い活動と認

○この基金は市民等の寄付による積み立ても
できるため、市民公益活動の支援財源を確保
するために、寄付金の募集を市民に周知して
います。

○一般寄付等によって積み立てられた原
資は、取り崩して使うことも運用益を利用す
ることも可能であるため、ニーズに応じて振
り分け、活用していきます。

○ふるさと納税における、寄付の使い道と
して「地域の助け合い」の応援を指定した
寄付金は、地域助け合いのために運用して
いきます。

13
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令和４年度 市民活動支援制度の活用状況 

１ 市民協働まちづくり事業補助金                        

（１） 通常枠 

市内の市民活動団体が行う公益的な事業（地域づくり、福祉、環境保全等）の事業費の一部

を支援する制度。団体の自立を促し、目的実現を支援するため、補助は３年を限度としている。 

（補助率１／２、上限２０万円） 

○補助額５万円以上２０万円以下（補助対象経費２０万円以上）の事業 

団体名・事業名 事業内容 
補助額 

（補助対象経費） 
事業担当課 

成章会マイク大谷氏講演会

実行委員会 

【国際社会に通用する「人

間力」を備えた人材育成「成

章会マイク大谷氏講演会」】 

国際社会に通用する「人間力」を

備えた人材育成を目的に、田原市出

身でサムライカウボーイ社長という

稀有な経歴を持つ、マイク大谷氏の

講演会を開催し、今後の国際交流事

業の発展に寄与する。 

200,000 円 

(475,395 円） 
広報秘書課 

 

（２）少額枠 

○補助額５万円未満（補助対象経費１０万円未満）の事業  

団体名・「事業名」 事業内容 
補助額 

（補助対象経費） 
事業担当課 

視覚障害者団体さくらんぼ 

【心とこころをつなぐ音楽

会】 

 視覚障害者に対する理解を深める

ことを目的に、音楽イベントを開催。

視覚障害者と晴眼者のコラボ演奏、

目隠し体験、視覚障害に関するクイ

ズ大会を実施し、楽しみながら視覚

障害者と市民の交流を深める。 

38,000 円 

(77,820 円） 
地域福祉課 

 

（３）新規団体枠 

 新しく設立された団体の活動経費の一部を支援するもので、市民活動団体の新しい担い手づく

りを目的とする。（補助率１０／１０、上限５万円） 

 ■当該年度に設立満２年に満たない団体 

団体名・「事業名」 事業内容 
補助額 

（補助対象経費） 
事業担当課 

一般社団法人泉中学校跡施

設利活用地元協議会 

【ダキシメルオモイ10年の

あゆみと絵画展～ダキシメル

オモイプロジェクト～】 

旧泉中学校の体育館等で、田原市在

住の作家（小林憲明氏）のパネル展・

絵画展を実施。地域の活性化を図る

とともに、芸術作品を身近に触れる

機会、地域住民の触れ合いの場を創

出。 

50,000 円 

(63,501 円） 
生涯学習課 

埴 

【美術作品を通した作家を

交えてのトークと対話】 

県内外在住の美術作家を招き、来

場者と対話する。対話を通して文化

芸術を身近に感じてもらい、日々の

原動力や創作意欲の向上につなげる

ことで、文化芸術の振興を図る。 

50,000 円 

(71,263 円） 
文化財課 

 

  

資料４－１ 

15



（４）チャレンジ枠 

市民活動の担い手を増やし、地域活性化につなげることを目的として、青年層の市民による公

益活動を支援する制度。若者が公益活動にチャレンジし、楽しみながらまちづくりに取り組める

ことを期待。（補助率１／２、上限１０万円） 

■おおむね１８～４０歳の市民５人以上で構成される団体 

→応募団体なし 

 

（５）人材養成枠 

 団体の活動に関する専門知識を習得する講座・研修等で、公益活動の推進に有効なものに対す

る参加費や旅費を支援する制度。 

【講座】 
→応募団体なし 

【視察枠】 

→応募団体なし 

 

Ｒ５  通常枠 1 団体、少額枠１団体 R5.8.1 現在 

 

２ 市民提案型委託事業制度                             

 市民活動団体からの提案による事業の委託制度。市が目的を決めて募集する「テーマ提示型」

と、団体が分野や取り組みを自ら考えて提案する「自由テーマ型」がある。 

 ４月号広報及び田原市ホームページで周知 

【テーマ提示型】 

（１） 募集期間：４月１日～５月３１日 

（２） 募集テーマ：男女共同参画啓発事業（委託費上限：１３０,０００円） 

（３） 応募団体：スマイルの会 

（４） 事業名：「自主避難所のサポート体制－非常食とトイレをメインに－」 

（５） 事業内容：防災の分野での女性の参画を進めること、自主避難所のサポート対策を強化

することを目的に、主に非常食づくりの研修会や外部識者を入れた意見交換会を実施。 

【自由テーマ型】 

（１）募集期間：４月１日～７月３１日 

→応募団体なし 

 

Ｒ５  テーマ提示型 １件  R5.8.1 現在  

 

３ 社会貢献活動災害補償制度                            

市民公益活動（社会貢献活動）中の万一の事故に対して、田原市社会貢献活動災害補償制度に

より、一定額の補償を準備し、活動者又はその指導者が安心して活動していただくことにより、

市民協働のまちづくりの促進を図る。 

【制度活用状況】※事故件数は、契約期間（５月３日～翌年５月３日）で集計 

  傷害事故 損害賠償 合計 備考 

令和２年度 ４件 １件 ５件  

令和３年度 ５件 １件 ６件  

令和４年度 ２０件 ０件 ２０件  

令和５年度 ４件 ０件 ４件 R5.8.1 現在 
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田原市民活動支援センターの運営について 
 

【１】田原市民活動支援センターの運営状況 

 
（１）設置目的：市民活動の活性化を図るため、平成１９年度に設置 

 

○市民活動団体に対する情報の提供 

○市民、団体間の交流促進 

○その他支援による市民活動の推進 

 

（２）設置場所及び設備 

○場所：田原文化会館フリースペース内 約 26.9 ㎡ 

○設備：カウンターテーブル、掲示板、閲覧用パソコン、電話（内線）、メールアドレス、印刷機 等 

 

（３）運営体制の経緯 

 運営方式 

Ｈ19.4～H22.3 《業務委託》 特定非営利活動法人たはら広場 

Ｈ22.4～H28.3 《市直営》  市民活動推進スタッフ（嘱託員）、市民協働課職員 

H28.4～H2９.４ 《市直営》  企画課協働係職員 

H29.5～ 《業務委託》 たはら市民活動応援隊 

 

(４)運営内容 

○市民活動相談、情報紙発行、広報記事作成、ホームページ運営、しみんのひろば企画運営、 

東三河市民活動推進協議会への協力、講座の開催、印刷機利用受付 等 

 

(５) 相談件数推移 

※平成 28年度からは、相談件数集計から館内案内や雑談など軽微なものを除いている。 

 平成 29年度からは、相談件数集計から印刷機の利用を除き、相談対応のみとしている。 

 

(６)主な相談内容 

○活動相談 →ＮＰＯ設立・手続き関係はどうしたらいいか 

○補助金関連 →市補助金の申請相談／各種助成制度の情報収集 

○広報 →市広報媒体への掲載依頼等 

○一般 →情報交換 

○市民活動団体交流会 →イベント出展等の相談 

 

 

 

 

 

 

年度 20 21 22 23 2４ 25 26 27 28 29 30 R1 R2 R3 R4 

総件数 113 108 115 114 108 87 102 155 16 15 92 84 （4.5休）49 64 43 

資料５  
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【２】令和５年度の運営体制 

（１）応募団体 : たはら市民活動応援隊 

（２）委託期間 ： 令和５年４月１日～令和６年３月３１日 

（３）開 設 日 ： 毎週火・土曜日／正午～午後４時 

（４）委託金額 ： ５５４，０００円 

【積算の根拠】 

センター開設業務 ４０８，０００円（１０２日×４時間×１，０００円） 

センター業務補足 ５９,０００円 

しみんのひろば運営関係費 ８７,０００円（１０月１日にサンテドームで開催） 

 

（５） 委託内容 

（１） 市民活動に関する相談及び助言 

（２） 市民活動を行う人材の育成及び支援 

① 市助成金の周知と相談支援 

② 各種民間助成金情報の周知と相談支援 

③ 市民及び市民活動団体を対象とした講座「市民まちづくり講座」の開催 

※外部の講師料については、市の予算で対応。 

④ 市民活動団体間の交流及び市民活動への参加啓発を目的としたイベント「しみんのひろば」の企画

及び運営 

（３） 市民活動に関する情報の収集、提供及び発信 

① 市民活動の取材 

② 市内外の市民活動に関する情報の周知 

③ 市民活動だよりの原稿作成（年１回） 

④ 広報たはらの原稿作成 

⑤ メールマガジンの発行 

⑥ ＳＮＳを活用した情報発信 

⑦ どすごいネットを活用した情報の収集及び発信 
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市民協働まちづくり方針の見直しに向けての意見 
◆平成２９年度に改定した本方針については、平成３０年度～令和９年度の１０年間を目標としています。 

本年度に中間の進捗確認と現状把握を行い、変化に対応した修正を行う予定です。 

◆表の左欄は市民協働まちづくり方針の平成２９年度改定時点の現状を記載しています。中欄はまちづくり会議委員からの意見を、右欄には各課（ワーキングメ

ンバー）からの意見を取りまとめ記載しています。これ以外に、お気づきの点がございましたら会議にてご意見をいただきたいと思います。 

 

市民協働まちづくり方針 

■第１章 取り組みの背景と現状 
委員からの意見等 ワーキングメンバーからの意見等 

（１）市民協働のまちづくり（わたしたちみんなでとりくむまちづくり）の必要性 

① 自治運営の自己決定・自己責任の拡大 

○平成 12 年の地方分権一括法の施行、さらに平成 23 年の地域主権改革一

括法の施行により、国・県の関与が少なくなり、市町村が自らの意思で決

定できる行政サービスの範囲が拡大されるとともに、責任も重くなってき

ました。 

※網掛は意見等の依頼をしていなかった項目 意見なし 

○田原市では、市町村合併と行政改革により、行政能力の向上と効率化を

図ってきました。一方、人口減少社会への対応のため、現在、「田原市ま

ち・ひと・しごと創生総合戦略」に基づき、地方創生の取組も進めていま

す。民間との連携や協働も必要とされており、今後も、各地域がその特色

を充分発揮できるよう、市民との対話による地域の実情に即した施策展開

が一層重要となっています。 

 意見なし 

○「東三河広域連合」に代表される自治体間の新たな広域連携によるスケ

ールメリットを活かし、多様化、高度化する住民ニーズに対応しつつ、行

政事務のさらなる効率化を図ることも必要となっています。 

 意見なし 

② 価値観・ニーズの多様化 

○豊かな自然環境に恵まれた田原市は、日本一の農業産出額を誇る農業

地域という面と、県内有数の工業都市という面を持ち、観光などのサ

ービス業も盛んです。市民は様々な職に就き、ライフスタイル・価値

観も多様化する中、時代の変化や即応したより一層の人材の育成・活

躍が必要とされています。 

・就職の場が少ない状況で、「市民は様々な職

に就き」が気になる。市民のライフスタイ

ルと、続けるだけで良いのでは。 

・「・・・必要とされています。」を「必要で

す。」or「必要と思われます。」と変更 

・高齢化社会で、介護人材不足が懸念される。

介護人材確保が必要。 

○近年、市民意識における社会モラルの低下や利己主義の広がりに対応

するため、隣近所や地域による子どもの健全育成や高齢者への支援、

防犯活動などの互助機能の充実が必要となっています。 

・「・・・必要となっています。」を「必要で

す。」or「必要と思われます。」と変更 

意見なし 

○遊休不動産や森林の荒廃など、当事者（事業者等）や行政だけでは解決で

きず、地域社会全体として取り組まなければならない課題が増加していま

す。 

意見なし 意見なし 

資料６  
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■第１章 取り組みの背景と現状 委員からの意見等 気付いた点・意見等 

② 価値観・ニーズの多様化 

○巨大地震や、ゲリラ豪雨、などの予期せぬ災害が懸念される中、行政

だけでなく、家庭・地域・市民活動団体・事業者それぞれが、日ごろ

からの防災意識を向上させ、協働で防災対策を推進し、人と人との絆

づくりを促すことが重要となっています。 

 

・線状降水帯という表現もあった方が良い。 ・巨大地震や異常気象により、予期せぬ災害

の発生が懸念…にしてはどうか 

・日ごろからの→日ごろから 

・推進し→推進するため 

・ここ数年、本市が被災したのは「ゲリラ豪雨」

と言うよりは「集中豪雨」の方だと思う。 

■特筆すべき事項がありましたら記載してください。 

例）感染症拡大による変化 

◇委員からの意見：コロナ禍を経て、市民活動や自治会活動などに対する意識の変化、活動の停滞など今後の活動に影響を与える問題点などがあれば、それぞれの該当

箇所に記載されてもといいかと思います。 

③ 総合計画による方向付け 

○「みんなが幸福を実現できるまち」をまちづくりの理念として新たに掲

げ、市民一人ひとりの幸福の創出に主眼を置いた、10 年先を見据えたま

ちづくり方針として、平成 24 年度に策定された「改定版第１次田原市総

合計画」に基づき、まちづくりが進められています。 

 ・令和５年度改定 

 

○改定後の総合計画においても、まちづくりの方針として「参加と協働に

よる持続可能なまちづくり」が掲げられており、その実現に取り組む必要

があります。 

 意見なし 

④ 市民協働による成果向上への期待 

○全国一律の施策では地域特性に対応できないこともあります。地方分

権による市の権限拡大を踏まえ、市民が望む満足度の高いサービスの

実現手法として、国の誘導策や補助金を前提としない市民と一緒に進

める施策の実施にも期待が寄せられています。 

・「・・にも期待が寄せられています。」を「（協

働対策）が必要です。」or「必要と思われま

す。」と変更 

 

意見なし 

○平成 20 年４月には、「田原市市民協働まちづくり条例」が、また、同年

10 月には、市民・市民活動団体・事業者・行政等各主体の意見を集約し

た「田原市の市民協働まちづくり方針」が策定され、協働を進める基本条

件が整えられました。 

 意見なし 

⑤ 市民協働まちづくりの基本条件の整備 

○平成 25年度には、市民・市民活動団体・事業者及び市の機関の取組の状

況を確認・評価し、改善策を検討して、市民協働まちづくり方針を改定し

ました。 

 意見なし 

○平成 27 年度には、伊良湖小・堀切小・和地小の統合の実施に伴い、「田

原市市民協働まちづくり条例」が一部改正されています。 

 意見なし 
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■第１章 取り組みの背景と現状 委員からの意見等 気付いた点・意見等 

⑤ 市民協働まちづくりの基本条件の整備 

■特筆すべき事項 

・平成 29 年度、「田原市の市民協働まちづくり方針」を改訂 

・平成 30 年度、田原市の特定目的基金に関する条例等を統合した田原市基金条例の制定に伴い、「田原市市民協働まちづくり条例」の一部を改正 

（２）市民協働のまちづくりの現状と展望 

①市民活動の現状 

○市内には、福祉・文化・体育などの団体や全国組織の地域団体など 300 

以上の団体が存在しています。多くの市民活動団体では、高齢化など

による組織の弱体化が課題となっています。 

・同感 ・役員の担い手不足、定年延長等により老人

クラブ数及び会員数が年々減少している。 

○一方、盆踊りの復活や夏祭り等の実施を通して、生まれ育った土地に

感謝するなど、地域資源を見直し、大切に守っていこうとする活動団

体が増え始めています。 

・「・・が増え始めています。」を「・・も再

認識されている。」 

・コロナにより、盆踊りや夏祭り等を実施して

いない期間があり、再開に向けての活動がで

きているか気になる。 

○各分野の総括団体として、社会教育団体連絡協議会（文化協会・スポーツ

協会・小中学校ＰＴＡ等）、ボランティア連絡協議会（社会福祉協議会内）

が組織されています。 

 意見なし 

○市民活動団体では、特定非営利活動促進法の施行（平成 10 年）に

より特定非営利活動法人（ＮＰＯ法人）が設立され、クラウドファン

ディングの活用や、収益を市に還元する事例も見られるなど、市民活

動の活性化が図られています。 

※ＮＰＯ法人登録数 令和 4 年：18 団体 

・現実としてクラファは事務量が多いことか

ら最近ではあまり活用されていないように

思います。ネットを活用した協賛等への呼

びかけなど、広報の仕方はＦＢ、Insta、

Twitter 等のほうが多いのでは？ 

意見なし 

○田原市は、市民活動団体の支援機関として平成 19 年 7 月に市民活動支

援センターを設置するとともに、市民公益事業への補助金や人材育成への

支援制度、行政活動の一部を市民が担う市民提案型委託制度などを順次設

けてきました。 

意見なし 意見なし 

② 地域コミュニティ活動の現状 

○田原市は、これまで企業誘致を推進し、多くの転入者を受け入れてき

ました。その一方で、住民自治を充実させるため、昭和 47 年に国の

モデル指定を受け、地域コミュニティ施策の取組も始めました。昭和

60 年からは小学校単位の活動体制（校区制）を構築してきています。

平成 28 年に小学校の統廃合があった校区では、旧小学校区単位での

活動体制（地域コミュニティ協議会制）を維持しています。（加筆） 

 ・内容が古すぎて、現状ではない気がするが。 
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■第１章 取り組みの背景と現状 委員からの意見等 気付いた点・意見等 

② 地域コミュニティ活動の現状 

○市民にとって一番身近な学びを実践する社会教育施設である市民館

は、人づくり・地域づくり活動を行うコミュニティ協議会の活動拠点

として活用されています。 

意見なし 意見なし 

○地域コミュニティを取り巻く課題は多様で、自治会加入の減少や運営

の担い手不足など、地域コミュニティの存続に影響するものもありま

す。 

・「地域コミュニティを取り巻く課題は常に

多様ですが、少子高齢化に伴い、自治会加

入の減少や運営の担い手不足など、地域コ

ミュニティの存続に影響を与えています。」

と変更 

・「課題は多様」の部分、自治会加入率の低下、

運営の担い手不足は顕著ですが、それ以外に

大きな課題が思い浮かびません。２つに課題

に特化しても良いのではないか。 

○田原市は、平成 29 年度に地域コミュニティ振興計画を改定し、地域コミ

ュニティづくりと活性化を継続的に支援しています。 

意見なし 意見なし 

○田原市地域コミュニティ連合会は、コミュニティ協議会の連合組織とし

て、さまざまな地域課題の解決に自主的に取り組み、研究調査を行ってい

ます。 

意見なし 意見なし 

③ 市民等と市の機関の協働体制 

○田原市は、平成 5 年から市民のボランティア活動中の事故を救済す

るために、田原市社会貢献活動災害補償制度を導入し、市民による社

会貢献活動の促進を図っています。 

平成 20 年には田原市市民協働まちづくり条例が施行され、市民活動

団体による市民公益活動に取り組みやすい環境を整える市の責務が

明確化されましたので、引き続き本制度により、活動者又はその指導

者が安心して活動できるような環境づくりを進めています。 

・今後も継続してほしい 意見なし 

○田原市は、総合計画などの施策検討において、アンケート調査、各種団

体代表者や公募市民の会議参加、パブリックコメント制度などによる市

民参画に取り組んでいます。 

※パブリックコメント制度による意見募集案件数 

平成 29年度：６件、平成 30年度：５件、令和 1年度：６件 

令和 2年度：７件、令和 3年度： ５件、令和 4年度：２件 

意見なし 意見なし 

④ 市民等と市の機関の協働体制 

○自治会等には、多種多様な市の業務が委託されています。引き続き、

地域コミュニティ団体の自主性を尊重しながら、防災や防犯、美化活

動、福祉活動などの分野で対等なパートナーとして連携していく必要

があります。 

意見なし ・前段の「委託」に対し、後段の「対等なパー

トナー」という表現に少し違和感を覚えま

す。「委託」という言葉をもう少し協働よりに

表現できたら良いような気がします。 

  

4



■第１章 取り組みの背景と現状 委員からの意見等 気付いた点・意見等 

④ 市民等と市の機関の協働体制 

○その他の市民活動団体や事業者と市の協働は、施策ごとに行われて

います。今後もきめ細かい行政サービスを実現する効果的な手段と

して、一層期待が寄せられています。 

・「・・効果的な手段として、一層・・」→「・・

効果的な手段を構築する必要があると思わ

れます。」と変更 

意見なし 

⑤ 市民活動団体同士のよりいっそうの連携 

○地域コミュニティ団体とＮＰＯ、ボランティア団体がより連携し、

情報共有や意見交換をすることで、互いの問題を解決できる可能性

があります。今後も、田原市民活動支援センターを介するなどし

て、ネットワークの構築を図っていくことが重要です。 

・社協「ボランティアのつどい」で行っています。 

・「・・介するなどして、ネットワークの構

築・・」→「・・介して、きめ細かい連携

を重ねていくことが必要です。」と変更 

・内容では無いですが、表題の「よりいっそ

う」は「より一層」でいかがでしょうか。

一行前や他のページでは「一層」になって

いる。 

○活動ＰＲと団体の連携を図るため、「しみんのひろば」「福祉のつど

い」等のイベントが開催されており、団体間の交流が進んでいます。 

意見なし ・両イベントとも、ある程度歴史あるイベント

であるため、「交流が進んでいる」という発展

途上的な表現より、「交流が図られている」と

いうような表現の方がマッチするような気

がします。 

⑤ 市民等と事業者のよりいっそうの相互理解・協働の促進 

○市内の事業者は、社会貢献活動に意欲的に取り組み、人的並びに財政

的な側面から市民活動の支援に貢献しています。 

意見なし ・表題の「いっそう」→「一層」 

○ＮＰＯ等の団体との協働事業を通じて社会貢献を行おうとする企業・

事業者は増えています。しかし、市民やＮＰＯ団体と事業者との接点

が不足している点もあるため、今後も相互に情報提供し合い、いっそ

う連携を深めていくことが必要とされています。 

・学生（団体）も位置づけられないでしょうか？ 

例：愛知大学学生地域貢献事業団体おいでん喫

茶 

2018 年から一色集会所や田原福祉センター

で開催されている高齢者向けコミュニティー

活動の活性化に取り組んでいる。 

・「・・市民やＮＰＯ団体と事業者との接点が不

足している点・・」→「・・市民やＮＰＯ団

体と事業者との接点を補う方策が必要で

す。」or「・・だと思われる。」と変更 

・文末の「いっそう」→「一層」 

 

■特筆すべき事項がありましたら記載してください。 

◇委員からの意見 

発足の経緯は違うものの、福祉分野への対応を得意とする社会福祉協議会が主催する「福祉のつどい」と、それ以外の分野対応を受け持っている「しみんのひろば」は、

総合的に相互補完し合う市民活動ボランティア「応援隊」だと思います。悩める問題喚起も似ています。一方で「社会貢献を行おうとする企業・事業者」と、その対象

となる「応援隊」とのマッチング企画を、今までとは違う角度で考えてみたらどうか？一例としての市民協働係が行なっているトヨタとの連携もしかり、親子交流館

（すくっと）がおこなっているヤクルトさんとの連携など「個人や企業の社会貢献活動」という枠をさらに広げて考えてみていくと、行政が仲介する「市民協働関連補

助金制度」の活用例としてさらに充実するのではないか？社会福祉協議会の補助金活用についても同様だと思う。 
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市民協働まちづくり方針 

■第４章市民協働の６つの指針 
委員からの意見等 気付いた点・意見等 

■指針その１ 市民等の役割の実現 

①市民や団体、事業者の行政参加や公益的な取組みの現状 

【現状】   

・市民の市民公益活動への参加については、各個人の自主性に委ねられて

います。 

意見なし 意見なし 

・市民の行政活動への参加については、各個人の自主性に委ねられていま

す。 

意見なし 意見なし 

・市民活動団体は、独自又は関係団体、市民活動支援センターと連携して

情報誌やホームページ等で活動を PRしていますが、まだ不足しています。 

意見なし 意見なし 

・事業の拡大を図るために、法人化する市民活動団体もあります。 意見なし 意見なし 

・事業者は、あらゆる事業活動の中で地域社会に貢献して 

います。また、地域や業種ごとに各種団体を結成し、より広域的かつ多

様な地域公益活動にも取り組んでいますが、それらは自主性に委ねら

れています。 

意見なし ・「あらゆる」で良いか？全ての事業活動の中

で地域社会に貢献しているわけではないと

思う。 

・事業者自身や関連団体は、それぞれが可能な範囲で、市民活動団体への

社員派遣・資金協力（寄付等）・会場・資材の提供等を行っています。 

意見なし 意見なし 

■指針その２ 行政参加・協働の推進 

①行政情報の提供の現状 

【現状】   

・行政情報は、定期刊行する広報たはら等と、随時発行する施策パンフレ

ットやイベントちらし等に掲載し、コミュニティ協議会・自治会を経由す

る地域文書として、市民に伝えています。 

意見なし 意見なし 

・インターネットを活用したホームページ（市、市議会等）やＳＮＳ、ケー

ブルテレビ（市政番組、議会中継等）、声の広報、市政ほーもん講座等で

情報を提供しています。 

意見なし 意見なし 

・新たな事業やイベント・行事等について、広報たはら、パンフレット、市

ホームページ等で市民等にお知らせし、市民等による実施や行事への参加

を呼びかけています。 

意見なし 意見なし 

②市民意見の反映、市民意識調査 

【現状】   

・パブリックコメントの手続きに関する要綱を制定し、市役所や市ホーム

ページで公表し、市民の意見を反映させながら、計画等を策定しています。 

意見なし 意見なし 
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■第４章市民協働の６つの指針 委員からの意見等 気付いた点・意見等 

②市民意見の反映、市民意識調査 

・市民からの意見・提案は、市役所・支所等に設置された「提言箱」、田

原市ホームページ投書コーナー「市民の声」等で集められた後、関係

各課に送付（定期的に部長会議で報告）され、関連施策に反映すると

ともに、提案者に回答しています。 

・市民館に設置されている「みんなの意見箱」

は関心がないのか、ほとんど利用されていな

い。市民に関心が高まる収集方法が考えられ

ないか。 

・提案者に→必要に応じ提案者に 

（すべては回答していないため） 

・平成 21 年度に制定した「市民の声」取扱要綱に基づき、公共性のあ

る提言と回答を市ホームページで公開しています。 

・「市民の声」取扱要綱は平成 21 年度から改定

されていないのですか。情報の取扱い、コロ

ナ後、ネットの広がり等反映させるべきでは 

意見なし 

・各分野の関係団体で構成する協議会の設置、コミュニティ協議会が主催

する地域懇談会、各種団体が主催する総会等への出席により意見把握に取

り組んでいます。 

 意見なし 

・総合計画の実現状況を把握する市民意識調査（３年ごとに市民・団体・事

業者別に実施）、各分野のアンケート調査（定期又は随時）によって、統

計的に市民意識等を把握しています。 

意見なし 意見なし 

③公募委員等の現状 

【現状】   

・方針・計画等の検討会議等を設ける場合、法令の制限がない限り、各担

当課で市民公募委員を募集し、幅広い市民の意見を把握しながら検討を

進めています。市民公募委員の募集及び応募は増えてきています。 

・本当に応募が増えていますか 意見なし 

・方針・計画等の検討会議、施策推進の協議会等多数設置され、中には

多くの会議に参画する団体もあるため、これらの会議が団体運営の負

担とならないよう、代表者に限定しない参画要請とするなど負担軽減

を図っています。 

意見なし ・協議会等多数設置され 

 →協議会等、公募委員等が参画する会議が

多数設置され 

④委託等の現状 

地域コミュニティ団体との協働（委託） 

【現状】   

・地域コミュニティ団体には、自主防災活動、ごみ収集場の管理、交通

安全・防犯活動、広報たはら等の文書配布、福祉活動、公園・排水施

設の管理等に加えて、イベントや講演会への参加や公職委員の推薦な

ど地域関係事項について幅広く依頼し、協力を得ています。 

意見なし ・「ごみ収集場」→「ごみステーション」に修

正 

・市からの依頼業務が増加しており、自治会等の負担となっています。依

頼業務での負担を軽減するため、基本方針を定め、あらかじめ地域に対し

て依頼業務や行事等の年間スケジュールを提示しています。 

意見なし 意見なし 
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■第４章市民協働の６つの指針 委員からの意見等 気付いた点・意見等 

特定業務の外部委託（市指定委託）  

【現状】   

・専門資格を要する市の業務の実施に関しては、多様化への対応や効率性

を考慮し、有資格者の採用や職員の資格取得による対応から、外部委託

（事業者等）による対応に切り替えています。 

意見なし 意見なし 

・公共施設等における専門性を活かしたサービスと効率性の向上を目指し

て、事業者や市民活動団体による指定管理者制度を導入し、協働対象事業

のリストアップを行っています。 

意見なし 意見なし 

市民等からの提案による協働事業（外部委託）  

【現状】   

・平成 22 年度から、市の事業について市民から広く事業提案を募る「市民

提案型委託制度（テーマ提示型・自由テーマ型）」を運用しています。 

意見なし 意見なし 

・市民に広く公募する提案型委託制度の活用が徐々に増えています。 ・現状に即していますか？ 意見なし 

■指針その３ 市民間協働の推進 

①市民、団体、市の連携・支援状況 

【現状】   

・イベントにおける団体の連携や事業者の協力等、市民公益活動において

も協働が行われており、市民活動支援センターを通じて情報発信も実施

されていますが、その状況は十分に把握されていません。 

意見なし 意見なし 

・事業者の活動において、市民公益活動を支援する取組も 

見られますが、そうした内容は十分に市民等に知られていません。 

意見なし ・「知られていない」のか、「知らされていな

い」のか 

・各種団体の連合組織やＮＰＯの育成・連携を目指した市民活動支援セ

ンター等の中間支援団体が存在し、市の関係課と協力しながら市民公

益活動の活性化や各種調整を行っています。 

・（支援センターを団体ととらえるのには）団体

という言葉には違和感があります。 

意見なし 

・中間支援団体による、団体同士の交流を図るイベント等が開催され、

少しずつ団体間の連携が進んでいます。 

・コロナ禍の影響、メンバーの高齢化・減少な

どの状況を踏まえると今後の市民活動活性

化を図る上では、“連携”、“つながり”を強化

していくことがますます重要になってくる

ように思います。 

意見なし 

・市の機関は、市民公益活動における市民等の連携を進めるため、市民

活動支援センターの設置や活動をＰＲするイベント「しみんのひろ

ば」の開催を支援しています。 

意見なし 
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■第４章市民協働の６つの指針 委員からの意見等 気付いた点・意見等 

■指針その４ 市民公益活動の支援 

①施設整備・利用等の現状 

【現状】   

・市民や団体等の活動拠点として、市民館をはじめ、文化会館や運動施設

等を整備するとともに、公共施設予約システムの改善、利用負担の減免等

により利便性の向上、活動の活性化を図っています。 

意見なし 意見なし 

・合併や人口減少により、重複した施設や行政目的を終えた公共施設も

増加しているため、公共施設の適正化に取り組んでいます。 

・地域で活用されていない公民館は、市の財政

で取り壊すことはできないか。維持管理費の

負担軽減をしたい。 

・委員からの意見はどこの市民館のことか？

地区の集会所のことか？ 

活用されていない市民館はないという認識

である。 

・市民等が安心して市民公益活動に取り組めるように、市において社会貢

献活動災害補償制度を設け、一定の範囲内で傷害等を補償しています。 

意見なし 意見なし 

②市民活動の情報発信の現状 

【現状】   

・公益性の高い活動（共催・後援事業等）については、可能な範囲内で、

「広報たはら」や市のホームページ、ＳＮＳ等で紹介するとともに、

自治会を通じた回覧・配布文書、公共施設等でのポスター掲示により、

必要な情報を提供しています。 

意見なし ・広報たはらに「」が付いているのはこの項

と次項だけなので、「」なしで統一してはど

うか？ 

・市民活動支援センターを媒介として、支援センターホームページ、「広

報たはら」、ＳＮＳ等で市民活動団体等の取組を紹介しています。 

意見なし ・市民活動支援センターを媒介として→の活

動として ではどうか？ 

・市で把握できる市民活動団体に有益な国県等の情報は、できる限りお知

らせするようにしています。 

意見なし 意見なし 

・市が保有する住民情報等は、個人情報保護法・条例の取扱基準に従う

必要があり、現状として市民活動団体には提供していません。 

意見なし ・地区自治会等が行うひとり暮らし高齢者の

見守り活動に対し、住所、氏名、性別、年

齢を掲載した一覧表を申請により貸し出す

ことができる。 

・市が保有する住民情報等については、個人情報保護法・条例の取扱基準

に配慮しながら、自治会が行う住民福祉向上活動に対して、閲覧制度等を

設けています。 

意見なし 意見なし 

③人的支援、財政的支援等の現状 

【現状】   

・人材育成に役立つ講演会・講座等の開催、市民活動支援センターによ

る活動相談や「まちづくりアドバイザー」の派遣等による相談業務を

行っています。 

・「まちづくりｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ」との相談業務は、あ

まりされていないと感じる。参加した後必要

だと感じた。 

・自主防災活動推進地区の支援は人的支援に

該当しない？ 
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■第４章市民協働の６つの指針 委員からの意見等 気付いた点・意見等 

③人的支援、財政的支援等の現状 

・地域コミュニティ団体や各分野の団体に対して、市の施策の推進に関連

した補助金が支出されています。 

意見なし 意見なし 

・田原市後援等取扱要綱に基づき、市の施策に合致する市民公益活動（イ

べント等）については、共催または後援し、施設利用料の減免や活動のＰ

Ｒに取り組んでいます。 

意見なし 意見なし 

■指針その５ 地域コミュニティ活動の振興 

①市民、団体、事業者の地域活動への参加 

【現状】   

・市民は、地元の自治会（区、町内会等）に所属し、その互助活動に参加

することによって生活に身近な課題に対処するとともに、コミュニティ

協議会の活動における役割に従事したり、関心のある行事等に参加した

りしています。 

意見なし 意見なし 

・近年、アパート居住者等に、これらの活動に参加しない市民もいるため、

役割分担やルールの不徹底等の問題が生じています。そこで、事業者や行

政と連携し、市民の自治会加入促進を図っています。 

意見なし 意見なし 

・近年の人口減少、少子高齢化の進行、地域活動への関心の低下、ライ

フスタイルの多様化等により、地域活動の運営の担い手、活動の担い

手確保が困難となってきている地域もあります。 

意見なし ・他で出た意見同様、コロナ禍の影響につい

ても触れるとよい。 

・役員の担い手不足、定年延長等により老人

クラブ数及び会員数が年々減少している。 

②市民活動団体の加入・活動参加 

【現状】   

・従来から存在する互助的な市民活動団体は、その所在地域の自治会やコ

ミュニティ協議会の構成員として、さらに協力団体として活動に参加し

ていますが、その状況は地域ごとで異なっています。 

意見なし 意見なし 

・ボランティア団体やＮＰＯ等の新たな市民活動団体は、その活動が認

知されていないため、自治会やコミュニティ協議会の構成員になるこ

とは少ないのが現状です。 

意見なし ・新たな を最初に持ってきては？ 

・地域活動の運営の担い手、活動の担い手として、ボランティア団体や

ＮＰＯ等の市民活動団体は、自治会やコミュニティ協議会との連携や

参加が期待されています。 

意見なし ・運営の担い手、→運営の担い手 

・ボランティア団体や…活動団体は 

を最初に持ってきては？ 

10



■第４章市民協働の６つの指針 委員からの意見等 気付いた点・意見等 

③事業者の加入・活動参加 

・事業者は、事務所や工場等の所在地域の自治会等にできる範囲で協力

（賛助会費負担、場所や器材の提供等）しています。また、農業者の

場合、地域環境に大きな影響があることから、関係団体の役員などが

地域コミュニティ団体の構成員となっているケースもあります。 

→農地、農道・水路などの地域環境の保全に関係する農業関係団体の役

員などが、地域コミュニティ団体の構成員となっているケースもあり

ます。（事務局案） 

意見なし ・農業者の場合…ケースもあります。 

の意味が解らない。 

→農地、農道、水路等の環境保全の関係から

地元の農業委員や工区の役員等がコミュニテ

ィ団体の構成員に入っている所があるという

ことの様 

・事業者は、地域活動の運営の担い手、活動の担い手として、自治会やコ

ミュニティ協議会との連携や活動等への参加が期待されています。 

意見なし 意見なし 

④地域コミュニティ振興策 

【現状】   

・平成 18 年度に策定された田原市地域コミュニティ振興計画が、平成 29 

年度に改定され、コミュニティ担当課において連絡の調整や活動の支援

が行われています。 

意見なし 意見なし 

⑤地域コミュニティ団体の意見の反映 

【現状】   

・地域に影響の大きい市の施策は、計画・実施に際し、コミュニティ協議

会や自治会を対象とした説明会を開催し、地域住民の意見を把握しなが

ら進めています。 

意見なし 意見なし 

⑥地域コミュニティ団体の取組のあり方 

【現状】   

・自治会は過去の経緯によって形成されており、規模も形態も様々となっ

ています。校区、コミュニティ協議会は、ある程度の部分は市から提示さ

れた形式にそって形成されています。 

意見なし 意見なし 

・平成 23 年度には田原市地域コミュニティ連合会が発足し、より自主的

な地域活動が展開されています。 

意見なし 意見なし 

・自治会は、世帯単位の加入となっていますが、アパート居住者等を中心

に未加入者が増加する傾向にあり、市街地中心部で加入率が低下してい

ます。 

意見なし 意見なし 

・地域コミュニティ連合会では、転入・転居者向けに自治会加入促進リー

フレットを作成し、自治会加入促進を図っています。 

意見なし 意見なし 

・総会やイベント等の活動は地域によって異なり、その参加状況も地域に

よって異なっています。 

意見なし 意見なし 

11



■第４章市民協働の６つの指針 委員からの意見等 気付いた点・意見等 

⑥地域コミュニティ団体の取組のあり方 

・地域コミュニティ団体のそれぞれが役割分担しながら生活に身近な課題

に対処していますが、住民のライフスタイルやニーズが多様化するとと

もに、担い手不足が問題となっています。 

意見なし 意見なし 

⑦地域コミュニティ団体間、各種団体との連携状況 

【現状】   

・コミュニティ協議会の連絡調整の場として田原市地域コミュニティ

連合会が開催されています。 

 

・コミュニティ協議会の連絡調整の場として田

原市地域コミュニティ連合会の理事会が毎

月開催されています。 

意見なし 

・中学校区単位では、東部中学校区で連携する組織（田原市東部太平洋

岸総合整備促進協議会）、伊良湖岬中学校区で連携する組織（田原市

西部表浜地域環境整備協議会）が設置され、市と連携しながら地域課

題への対応を進めています。 

・中学校単位ではなく地域名での表現に変更し

たほうが良いと思う。（伊良湖岬中学校はい

つまでも旧というのを入れることになるか

ら） 

・伊良湖岬中学校区での活動はされているの

か。中学校区単位での活動としていいのか。 

・伊良湖岬中学校＝福江中学校 

・福江地区まちづくりビジョンの具現化を図るため、清田・福江校区に

よる清田・福江校区まちづくり推進協議会を設立し、地域活性化の取

組を行っています。 

・清田・福江校区まちづくり推進協議会による

地域活性化の・・・・（既に設立されているた

め、「～を設立し、」だと適切でない） 

・シンプルに「福江地区まちづくりビジョン

の具現化を図るため、清田・福江校区まち

づくり推進協議会が地域活性化の取組を行

っています。」でどうか。 

・まちなか賑わいづくり実行委員会（田原市

中心市街地）、赤羽根地区まちづくり推進委

員会（赤羽根市街地）、清田・福江校区まち

づくり推進協議会（福江市街地）が、各市

街地の活性化や賑わいの創出に向けた取組

を行っている。 

・田原中部地区景観まちづくり検討会が、田

原中部地区の景観形成に向けた取組を行っ

ている。 

・子ども会や老人クラブ等の従来型の団体は、地域コミュニティ協議会

の構成員となるなど連携が見られます。また、新たに発足したＮＰＯ

等と連携して地域活性化に取り組むケースも見られます。 

・？ ・市老連に加入している老人クラブ数が減少

している。 

⑧住民の意見集約・代表 

【現状】   

・地域コミュニティ団体は、生活に身近な課題について、必要に応じて

連絡機能や会議等を通じ、住民等の意見を把握しています。 

意見なし ・意見を把握しています。→意見を聴取して

います。 にしてはどうか 
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■第４章市民協働の６つの指針 委員からの意見等 気付いた点・意見等 

⑧住民の意見集約・代表 

・地域コミュニティ団体は、生活に関連する市の施策や事業者の事業等に

ついて、必要に応じて住民意見を集約し、要望や同意等の意思を表明して

います。 

意見なし 意見なし 

■指針その６ 市民協働まちづくり基金の活用 

①基金の管理 

【現状】   

・市の合併に対する国の支援として用意された手法（合併特例債による

借入）を中心に原資を積み立てているため、この部分の取崩しは原則

的にできません。います。 

市民協働まちづくりのための活用以外にこの部分の取崩しはできま

せん。（修正） 

 ・特筆すべき事項に記載の内容を反映させ

る。 

・この基金は市民等の寄付による積み立てもできるため、市民公益活動

の支援財源を確保するために、寄付金の募集を市民に周知していま

す。 

 ・寄附金の募集について、市民に周知とあり

ますが、どのような方法で周知しているか。 

②基金運用益の充当について 

【現状】   

・基金運用益は、市が市民活動を振興するために設置している市民活動

支援センターの事業費用及び以下の各種補助制度等に活用していま

す。 

平成 21 年度～ 市民協働まちづくり事業補助金 

 ・特筆すべき事項欄に記載の内容を反映させ

る。 

・以下の各種補助制度等の更新 

・基金の運用益を活用し、市民協働まちづくり事業補助金等を設け、市

民活動を支援しています。 

 ・特筆すべき事項欄に記載の内容を反映させ

る。 

■特筆すべき事項 

・令和元年度からコミュニティ施設等整備補助金に充当するために必要に応じて基金の取り崩しが可能となった。（Ｈ31.2.14 まちづくり会議で報告） 

・合併特例債を活用した基金の積み立てを行い財源を確保する。 

・令和４年度に基金を取崩して行うことができる事業の範囲を拡大した。（集会所等整備に加え市民館整備を対象事業とした。） 
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「田原市の市民協働まちづくり方針」修正のスケジュール 
 

  

１．見直しの目的 

平成30年 3月の改定時から５年が経ち、社会情勢の変化により、国の施策や市民の意識

は変化している。田原市の市民・市民活動団体・行政等の置かれている状況に合わせて方針

の内容を見直す必要がある。策定時の社会と現在の状況を確認し、現状とのズレが生じてい

る部分を今の時代に即した内容へと修正する。 

２．今後の進め方 

  ① 意見集約 

＊各主体の意見 

・委員からの意見等 

・これまでの会議等での取組報告 

・市民意識調査等 

＊市の取組・方向性（協働ワーキング会議等） 

  ② スケジュール案 

 

 

日 程 会議等 内 容 

5月10日 庁内取組状況調査（～6月2日） 

6月19日 委員への意見等依頼（～7月7日） 現状把握等 

7月27日 ワーキングメンバーへの意見等依頼（～8月7日） 現状把握等 

8月 9日 第21回協働ワーキング会議(市役所) 市の取組状況・意見等確認 

8月24日 第35回協働まちづくり会議① 方針修正の方向性確認 

・第１～３章 素案作成  ・第４章 現状案確認 

10月下旬 第22回協働ワーキング会議(市役所) 
第１～３章 素案確認 

第４章 現状案確認 

11月中旬 第36回協働まちづくり会議② 
第１～３章 素案確認、４章

現状案確認 意見交換 

・第１～３章 修正  ・第４章 今後の取組の確認修正  

・全体調整 ・原案作成 

1月中旬 第23回協働ワーキング会議(市役所) 原案確認 

・全体調整 

3月 第37回協働まちづくり会議③ 全体確認・決定 

 資料６－１ 



 

各委員の取組み 
 

１    橋本 聡恵 委員 

○ ・YAROMAI ミニカフェ 

実施レポート 

・市民協働提案委託事業  

中間レポート、アンケート集計結果 

 

別添資料参照 

 

 
 

資料７ 



          

         

 

  

                    

 

   

 

 

 

           

 

 

 

 

 

 

  

        

         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

  

 

 

 

                    

  

  

        

 

 

 

 

 

 

 

        

 

 

      

           

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       










